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 基準・項目 観点 自己点検・評価内容 根拠として必要な資料 資料提供 事務担当 点検評価 

担当 

実施 

間隔 

自己 

評価 

実施改善状況 改善を要する事項 

基準 1 

教育の内部質保証シ

ステム 

 

重点評価項目１－１ 

教育活動を中心とし

た学校の総合的な状

況について、学校とし

て定期的に学校教育

法第 109 条第１項に

規定される自己点検・

評価を行い、その結

果に基づいて教育の

質の改善・向上を図る

ための教育研究活動

の改善を継続的に行

う仕組み（以下「内部

質保証システム」とい

う。）が整備され、機能

していること。 

観点１－１－① 

教育活動を中心とした学校の活動の総

合的な状況について、学校として定期的

に自己点検・評価を実施するための方

針、体制等が整備され、点検・評価の基

準・項目等が設定されているか。 

(1) 学校として定期的に自己

点検・評価を実施するための

方針を定めているか。 

実施の方針が明示され

ている規程等 

運営審議会、 

自己点検評価委

員会 

総務課 副校長 改正時 

又は 

7 年毎 

 令和３年度自己点検評価で実施 

点検評価規則に学校として自己点検・評価を実施するための方針を定めている。 

「自己点検・評価の項目及び実施についての内規」に定期的に行うことを明記している。 

 

(2) (1)の方針において、自己

点検・評価の実施体制（委員

会等）を整備しているか。 

実施体制等がわかる資

料（組織構成図，関連

規程等） 

改正時 

又は 

7 年毎 

 令和３年度自己点検評価で実施 

自己点検評価委員会規則に示すとおり、自己点検・評価の実施体制（委員会等） を整

備している。教育改善の流れ図について、令和 4 年度に制定した。 

 

(3) (1)の方針において、若しく

は同方針に基づいて、自己点

検・評価の基準・項目等を設

定しているか。 

自己点検・評価の基準・

項 目 等 が わ か る 資 料

（関連規程等） 

改正時 

又は 

7 年毎 

 令和３年度自己点検評価で実施 

自己点検・評価の項目と実施についての内規を定めている。 

本校が取り組んでいる各種プロジェクトを点検評価する項目を追加し、評価を行った。 

 

観点１－１－②  

内部質保証システムに基づき、根拠とな

るデータや資料に基づいて自己点検・評

価が定期的に行われ、その結果が公表

されているか。 

(1) 根拠となるデータや資料

等を定期的に収集・蓄積して

いるか。 

・収集・蓄積状況がわか

る資料 

・担当組織，責任体制

がわかる資料 

自己点検評価委

員会 

教学 IR 室 

総務課 

教務課 

副校長 毎年 〇 自己点検評価書に，根拠として必要な資料，事務担当を明記し資料に基づいて点検評

価することとした。 

教学アセスメントプラン以外の資料についての収集・蓄積について，令和４年度自己点検

から事務担当で資料を収集しておくよう依頼しており，また自己点検評価書に資料収集

の欄を設けることで状況を把握している。 

 

特に三つのポリシーに沿った教育に関する点検評価は、教学 IR 室において，教学アセ

スメントプランに基づいて実施される。教学アセスメントプランでは各項目を点検評価する

ために使用する資料が明示されており、同資料を教学 IR 室が毎年度収集・蓄積し、経年

変化についても分析している。 

富山高等専門学校教学ＩＲ室規則第５条で学生情報収集について，教学ＩＲ室長が行うこ

とを規定している。 

同規則第 9 条に基づき、個人情報を含む学生情報の取扱いについて規定している。 

教育に関するデータや資料については、教学 IR 室がアセスメントプランで使用する根拠

資料を、毎年度収集している。 

教育以外に関する資料の

取り扱いについて検討す

る。 

(2) 自己点検・評価を定期的

に実施しているか。 

◆現在の実施頻度が適切かど

うか、データや資料を活用して

行われているかについて分析

する。 

自己点検・評価報告書

等，実施状況がわかる

資料（何年ごとに実施し

ているかわかる資料も含

む） 

毎年 〇 全般的な自己点検・評価は、自己点検評価委員会において毎年実施している。同委員

会では、自己点検評価結果に基づき改善すべき事項を決定し、関係する組織や委員会

等にその改善策の検討を付託する。 

 

特に三つのポリシーに沿った教育に関する点検評価は、教学 IR 室においてデータに基

づいて実施され（教学アセスメントプラン）、自己点検評価委員会にてマネジメントレビュ

ーを行う。なお、3 つのポリシーに沿った教育に関する点検評価は、成績、卒業率、達成

度、進路状況等経年変化にも注目しているので毎年実施することが適切と考える。 

教育に関しては、教学 IR 室が教学アセスメントプランに基づいて、毎年度点検評価して

いる。 

 

(3) (2)の結果を公表している

か。 

公表状況がわかる資料

（ウェブサイトのアドレス

の明示でも可） 

毎年 〇 公式 web サイト上で公表している。 

https://www.nc-toyama.ac.jp/about/evaluation/plan-2/ 

 

観点１－１－③ 

学校の構成員及び学外関係者の意見の

聴取が行われており、それらの結果が自

己点検・評価に反映されているか。 

(1) 自己点検・評価の実施に

際して、各者の意見を反映す

るようになっているか。 

意見聴取の実施状況が

わかる資料（実施方法，

回数，意見内容の例，

アンケート結果集計等） 

       

□ 教員 副校長 

ＦＤ委員会 

総務課 

教務課 

副校長 毎年 〇 各教員が作成する業務計画シートで、学校や学科に対する意見・要望を聴取し、校長に

よる教員面談を行っている。 

意見・要望は校長・副校長で共有し，教育活動懇談会で、その対応について審議され

る。 

教員による授業参観を行い、授業改善等意見交換を行っている。授業改善等意見は所

属学科ごとに集約し、各学科長へ報告され、各学科長は学科で結果を共有し、改善内容

へのコメントを FD 委員会で報告の上、教員会議にて報告し共有している。 

 

 

□ 職員 事務部長 事務部長 事務部長 毎年 〇 本校を良くしていくための意見交換を目的とした部長との面談を行っている。  

□ 在学生 教務委員会 

学生委員会 

専攻科委員会 

教務課 

学生支援課 

副校長 毎年 〇 授業アンケート、学びの状況調査を実施している。 

学生授業アンケートによって得られた結果に基づき，授業担当教員は教育方法の見直し

等の授業改善を実施し，その改善内容について，次年度のシラバスに明記することにし

ている。 

 

□ 卒業（修了）時の学生 教務委員会 

専攻科委員会 
教務課 副校長 毎年 〇 卒業時アンケートを実施している。  

□ 卒業（修了）から一定年数

後の卒業（修了）生 

 教務課 教学 IR 室長 ５年毎  令和３年度自己点検評価で実施 

卒業後アンケートを実施した。（令和３年度実施） 

 

□ 保護者  教務課 

総務課 

副校長 毎年 〇 後援会理事会で役員から学校に対する要望・意見の聴取を行っている。 

保護者会にて、担任を通じて意見を徴収している。また、全体説明会、学科ごとの懇談会
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も実施し保護者からの要望を確認している。 

また、保護者懇談会の学級担任との個別面談における要望等を取りまとめ、教育活動懇

談会で意見交換を行い、課題として取り上げた要望等について関係委員会、部署にて対

応している。 

□ 就職・進学先関係者  教務課 副校長 ５年毎  令和３年度自己点検評価で実施 

卒業者、修了者及び就職先企業へのアンケートを実施した（令和３年度実施） 

 

(2)自己点検・評価の実施にお

いて、聴取された意見の評価

結果及び他の様々な評価の

結果等を踏まえて行っている

か。 

評価結果等をふまえて

自己点検・評価が行わ

れていることを示す議事

要旨，報告書等の該当

箇所 

       

【在学生の意見聴取】 

☐ 学習環境に関する評価 

  教務課 教学 IR 室長 毎年 

 
〇 アセスメントプランにて点検している。 

A-22 参照 

 

☐ 学生による授業評価  教務課 教学 IR 室長 毎年 〇 アセスメントプランにて点検している。 

A-18、A-22（授業改善に関するアンケート）参照 

授業アンケートの実施・回

収方法が未だに統一され

ていない。学生のコメント

等、組織として十分なデー

タが得られていない。 

☐ 学生による教育・学習の達

成度に関する評価（進級時

等、卒業（修了）前の評価） 

 教務課 教学 IR 室長 毎年 〇 アセスメントプランにて点検している。 

A-22 参照 

 

☐ 学生による満足度評価（進

級時等、卒業（修了）前の評

価） 

 教務課 教学 IR 室長 毎年 〇 アセスメントプランにて点検している。 

A-22 参照 

 

【卒業（修了）時の意見聴取】 

☐ 卒業（修了）時の学生によ

る教育・学習の達成度に関す

る評価 

 教務課 教学 IR 室長 毎年 〇 アセスメントプランにて点検している。 

A-06 参照 

 

☐ 卒業（修了）時の学生によ

る満足度評価 

 教務課 教学 IR 室長 毎年 〇 アセスメントプランにて点検している。 

A-07 参照 

 

【卒業（修了）後の意見聴取】 

 ☐ 卒業（修了）後の学生に

よる学習成果の効果に関する

評価 

 教務課 教学 IR 室長 ５年毎  令和３年度自己点検評価で実施 

アセスメントプランにて点検している。 

A-06 参照 

 

☐ 卒業（修了）後の就職・進

学先等による学生の学習成果

の効果に関する評価 

 教務課 教学 IR 室長 ５年毎  令和３年度自己点検評価で実施 

アセスメントプランにて点検している。 

A-05 参照 

 

【外部評価】 

 ☐ 外部有識者の検証 

運営諮問会議 

 

総務課 副校長 毎年 〇 外部有識者からの意見を学校運営に反映させている。  

□教育活動に関する第三者

評 価 （ 機 関 別 認 証 評 価 、

JABEE 等。） 

自己点検評価委

員会 

総務課 副校長 毎年 〇 機関別認証評価受審専門部会からの意見を自己点検に反映している。 

また，その他の自己点検評価委員会専門部会（JABEE 専門部会、数理・データサイエン

ス・AI 専門部会、STCW 専門部会、KIS 専門部会）からの報告を学校全体の自己点検

に反映するため，年度末の自己点検評価委員会において，各専門部会からの報告を行

っている。 

 

観点１－１－④  

自己点検・評価や第三者評価等の結果

を教育の質の改善・向上に結び付けるよ

うな組織としての体制が整備され、機能し

ているか。 

(1) 自己点検・評価や第三者

評価等の結果を教育の質の改

善・向上に結び付けるような体

制が整備されているか 

実施体制がわかる資料

（組織相互関連図，関

連規程，議事要旨，活

動記録等） 

教務委員会 

専攻科委員会 

入学試験委員会 

将来計画委員会 

自己点検評価委

員会(STCW 専門

部会) 

教務課 

総務課 

副校長 毎年 〇 自己点検評価委員会では、機関別認証評価、JABEE、データサイエンス認定プログラム

等の第三者評価に関する部会が設置されており、各評価が行われた際にその結果が報

告され、教育の質の改善・向上に向けた意思決定がなされる。 

自己点検・評価の実施については第 5 条に、自己点検・評価等の結果に基づく改善に

ついては第 8 条に規定され、それぞれ明確に整理されている。 

教学アセスメントプランに則って教学 IR 室が点検評価した結果は自己点検評価委員会

で報告（マネジメントレビュー）され、教育の質の改善・向上に向けた意思決定がなされて

いる。 

 

(2) 前回の機関別認証評価に

おける評価結果について、「改

善を要する点」として指摘され

た事項への対応をしている

か。 

対応状況がわかる資料 毎年 〇 指摘があった２点について，令和４年度分から対応済みであることを定例運営会議で確

認している。 

以下、機関別認証評価報告書で主な改善を要する点として指摘された事項 

①シラバスの作成・公開を管理する体制の整備が十分とはいえない。 

→令和 5 年度シラバス作成の際は、令和 4 年 12 月 8 日に独立行政法人大学改革支援・

学位授与機構へ提出済の『シラバス作成・公開の確認手順の申合せ（令和 4 年 12 月 2

日決定）』に沿って、組織的に確認を行っている。シラバス令和 5 年度シラバスについて

は、公開されていることを確認した。 

また、シラバス作成の留意点を作成し、令和 5 年 2 月 29 日付で全教員宛てに送付した。 

 

②一部の授業科目について、追認試験で複数年度にわたり同一の試験問題が出題され

ており、答案の返却が行われていない 

→令和 4 年 12 月 8 日に独立行政法人大学改革支援・学位授与機構へ提出済の『追認

試験についてのガイドライン（令和 4 年 12 月 2 日決定）』に沿って確認を行っている。本

校アセスメントプラン（科目レベル）に追認試験が適正に行われているかの確認項目を追
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加し、令和 5 年度第 2 回及び第 3 回教学 IR 室会議において、組織的に点検を行ってい

る。 

(3) (2)以外で、実際に、自己点

検・評価や第三者評価等の結

果に基づいて改善に向けた取

組を行っているか。 

・自己点検・評価結果報

告書や第三者評価等の

該当箇所 

・評価結果を受けた改

善の取り組みがわかる

資料 

毎年 〇 ・自己点検・評価の項目と実施についての内規に定期的に行うことを明記した。 

 

教学アセスメントプランを策定し、点検評価を行っている。点検項目は毎年教学 IR 室で

協議し、見直しを行っている。 

 

令和５年度の改善事項例と対応状況については以下のとおり。 

 

①満足度調査で弱みに「教員」が抽出された理由と対応策 

→令和２年度からの卒業時アンケートの自由記述のコメントから「教員」、「先生」、「教官」

というキーワードでコメントを抽出し、その内容を教学 IR 室で議論した。ある学科で改善す

べき点のコメントに教員が多く書き込まれていることが分かり、校長・副校長にも共有した。 

具体的な内容を知る、また不満な点を知るために、校長から「学生の教員、授業に対する

不満は何か？」という命題で分析依頼が出され、全学生に対し授業改善に関するアンケ

ートを実施した。 

②新 MCC に対応するコア科目の精査、同科目の必修化について 

→教務委員会において、各学科の対応状況を確認し進捗状況を教育活動懇談会に報

告しつつ検討を進めている。 

③平均点が６０点未満、９５点以上の科目について、到達レべルの設定見直し、成績評価

の確認、シラバスの整合性等の点検を実施してほしい 

→科目レベルのアセスメントプランに基づき、当該科目に対する点検評価を昨年に引き

続き実施し、必要に応じて教務主事による面談を実施した。 

※その他の改善事項についても自己点検評価委員会にて、対応状況を報告している。 

 

評価の観点１－２ 

準学士課程、専攻科

課程それぞれについ

て、卒業（修了）の認

定に関する方針（ディ

プロマ・ポリシー）、教

育課程の編成及び実

施に関する方針（カリ

キュラム・ポリシー）、

入学者の受入れに関

する方針（アドミッショ

ン・ ポリシー）（ 以下

「 三 つ の 方 針 」 と い

う。）が学校の目的を

踏まえて定められて

いること。 

観点１－２－①  

準学士課程の卒業の認定に関する方針

（ディプロマ・ポリシー）が学校の目的を踏

まえて明確に定められているか。 

(1) ガイドライン等を踏まえ、卒

業の認定に関する方針（ディ

プロマ・ポリシー）を定めている

か 

策定した卒業の認定に

関する方針（ ディ プロ

マ・ポリシー） 

教務委員会 教務課 教学 IR 室長 改正時 

又は 

7 年毎 

 令和３年度自己点検評価で実施 

令和 2 年度、卒業の認定に関する方針を含む 3 つのポリシーを改定した。 

DP1、3、4 は全学科共通であるが、DP２は各学科の専門性を考慮して学科ごとでも定め

ている。 

 

(2) 卒業の認定に関する方針

（ディプロマ・ポリシー）が、「何

ができるようになるか」に力点

を置いたものであり、かつ準学

士課程全体、各学科の目的と

整合性を有しているか。 

 改正時 

又は 

7 年毎 

 令和３年度自己点検評価で実施 

準学士課程全体、各学科の教育目標に示される人材に求められる基本的な能力を、卒

業時に全学生が身に付けていることを想定した DP となっており、これらは整合している。 

 

(3) 卒業の認定に関する方針

（ディプロマ・ポリシー）の中

で、学生が卒業時に身に付け

る学力、資質・能力、並びに、

養成しようとする人材像等の内

容を明確に示しているか。 

 改正時 

又は 

7 年毎 

 令和３年度自己点検評価で実施 

DP の中で、学生が卒業時に身に付ける学力、資質・能力、並びに、養成しようとする人材

像等の内容を明確に示している。 

 

観点１－２－②  

準学士課程の教育課程の編成及び実施

に関する方針（カリキュラム・ポリシー）

が、卒業の認定に関する方針（ディプロ

マ・ポリシー）と整合性を持ち、学校の目

的を踏まえて明確に定められているか。 

(1) ガイドライン等を踏まえ、教

育課程の編成及び実施に関

する方針（カリキュラム・ポリシ

ー）を定めているか。 

策定した教育課程の編

成及び実施に関する方

針（カリキュラム・ポリシ

ー） 

 教務課 教学 IR 室長 改正時 

又は 

7 年毎 

 令和３年度自己点検評価で実施 

令和 2 年度、教育課程の編成及び実施に関する方針を含む 3 つのポリシーを改定した。 

教育内容・方法、学習成果の評価方法については、すべての DP、全学科に共通してい

るので準学士課程全体の CP 内で定めている。 

教育課程の編成の方針は、分野に応じて学科ごとに定めている。 

 

(2) 教育課程の編成及び実施

に関する方針（カリキュラム・ポ

リシー）は、卒業の認定に関す

る方針（ディプロマ・ポリシー）

との整合性を有しているか。 

 改正時 

又は 

7 年毎 

 令和３年度自己点検評価で実施 

教育内容・方法、学習成果の評価方法については、DP1-4 で示した資質・能力等を育成

するための共通基盤である。 

教育課程の編成の方針は、各 DP に対応したものを定めている。 

 

(3) 教育課程の編成及び実施

に関する方針（カリキュラム・ポ

リシー）は、どのような内容を含

んでいるか。 

□ どのような教育課程を編成

するかを示している 

□ どのような教育内容・方法

を実施するかを示している 

□ 学習成果をどのように評価

するかを示している 

 改正時 

又は 

7 年毎 

 令和３年度自己点検評価で実施 

準学士課程全体の CP 内で、それぞれを項目立てて定めている。 

 

観点１－２－③ 

準学士課程の入学者の受入れに関する

方針（アドミッション・ポリシー）が学校の

目的を踏まえて明確に定められている

(1) ガイドライン等を踏まえ、入

学者の受入れに関する方針

（アドミッション・ポリシー）を定

めているか。 

策定した入学者の受入

れに関する方針（アドミ

ッション・ポリシー） 

 教務課 教学 IR 室長 改正時 

又は 

7 年毎 

 令和３年度自己点検評価で実施 

令和 2 年度、ガイドライン等を踏まえ、入学者の受け入れに関する方針を含む 3 つのポリ

シーを改定した。各学科の専門分野に応じたポリシーを定めている。 
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か。 (2) 入学者の受入れに関する

方針（アドミッション・ポリシー）

は、学校の目的や学科の目的

（ 本 評 価 書 Ⅱに 記 載 した も

の。）、卒業の認定に関する方

針（ディプロマ・ポリシー）、教

育課程の編成及び実施に関

する方針（カリキュラム・ポリシ

ー）を踏まえて策定している

か。 

 改正時 

又は 

7 年毎 

 令和３年度自己点検評価で実施 

学校の理念・教育目標、学科の教育目標、DP、CP を踏まえて策定している。 

 

(3) 入学者の受入れに関する

方針（アドミッション・ポリシー）

には、「入学者選抜の基本方

針」を明示しているか。 

 改正時 

又は 

7 年毎 

 令和３年度自己点検評価で実施 

学科ごとに明示している。 

 

(4) 入学者の受入れに関する

方針（アドミッション・ポリシー）

には、「求める学生像（受け 

入れる学生に求める学習成果

を含む。）」を明示しているか。 

 改正時 

又は 

7 年毎 

 令和３年度自己点検評価で実施 

学科ごとに求める人材像を明示している。 

 

(5) 受入れる学生に求める学

習成果には「学力の３要素」に

係る内容が含まれているか。 

 改正時 

又は 

7 年毎 

 令和３年度自己点検評価で実施 

学校全体の AP には、「学力の３要素」に係る内容が含まれている。 

 

観点１－２－④  

専攻科課程の修了の認定に関する方針

（ディプロマ・ポリシー）が学校の目的を踏

まえて明確に定められているか。 

（１）ガイドライン等を踏まえ、修

了の認定に関する方針（ディ

プロマ・ポリシー）を定めている

か。 

策定した卒業の認定に

関する方針（ ディ プロ

マ・ポリシー） 

 教務課 教学 IR 室長 改正時 

又は 

7 年毎 

 令和３年度自己点検評価で実施 

専攻毎に定めている。 

 

(2) 修了の認定に関する方針

（ディプロマ・ポリシー）が、「何

ができるようになるか」に力点

を置き、専攻科課程全体、各

専攻の目的（本評価書Ⅱに記

載したもの）と整合性を有して

いるか。 

 改正時 

又は 

7 年毎 

 令和３年度自己点検評価で実施 

整合性を有している。 

 

(3) 修了の認定に関する方針

（ディプロマ・ポリシー）の中

で、学生が修了時に身に付け

る学力、資質・能力、並びに、

養成しようとする人材像等の内

容を明確に示しているか。 

 改正時 

又は 

7 年毎 

 令和３年度自己点検評価で実施 

示している。 

 

観点１－２－⑤ 

専攻科課程の教育課程の編成及び実施

に関する方針（カリキュラム・ポリシー）

が、修了の認定に関する方針（ディプロ

マ・ポリシー）と整合性を持ち、学校の目

的を踏まえて明確に定められているか。 

(1) ガイドライン等を踏まえ、教

育課程の編成及び実施に関

する方針（カリキュラム・ポリシ

ー）を定めているか。 

策定した教育課程の編

成及び実施に関する方

針（カリキュラム・ポリシ

ー） 

 教務課 教学 IR 室長 改正時 

又は 

7 年毎 

 令和３年度自己点検評価で実施 

専攻毎に定めている。 

 

(2) 教育課程の編成及び実施

に関する方針（カリキュラム・ポ

リシー）は、修了の認定に関す

る方針（ディプロマ・ポリシー）

との整合性を有しているか。 

 改正時 

又は 

7 年毎 

 令和３年度自己点検評価で実施 

整合性を有している。 

 

(3) 教育課程の編成及び実施

に関する方針（カリキュラム・ポ

リシー）は、どのような内容を含

んでいるか。 

□ どのような教育課程を編成

するかを示している 

□ どのような教育内容・方法

を実施するかを示している 

□ 学習成果をどのように評価

するかを示している 

 改正時 

又は 

7 年毎 

 令和３年度自己点検評価で実施 

どのような教育課程を編成するかを示している。 

「三つの方針」に示すとおり、専攻科のカリキュラム・ポリシーは、教育課程編成の方針、

教育・学習方法に関する方針、学習成果の評価の方針を含んでいる。 

 

観点１－２－⑥  

専攻科課程の入学者の受入れに関する

方針（アドミッション・ポリシー）が学校の

目的を踏まえて明確に定められている

か。 

(1) ガイドライン等を踏まえ、入

学者の受入れに関する方針

（アドミッション・ポリシー）を定

めているか。 

策定した入学者の受入

れに関する方針（アドミ

ッション・ポリシー） 

 教務課 教学 IR 室長 改正時 

又は 

7 年毎 

 令和３年度自己点検評価で実施 

専攻科課程全体として定めている。 

 

(2) 入学者の受入れに関する

方針（アドミッション・ポリシー）

は、学校の目的や専攻科課程

の目的、修了の認定に関する

方針（ディプロマ・ポリシー）、

教育課程の編成及び実施に

 改正時 

又は 

7 年毎 

 令和３年度自己点検評価で実施 

学校の目的や専攻科課程の目的、修了の認定に関する方針（ディ プロマ・ポリシー）、教

育課程の編成及び実施に関する方針（カリキュラム・ポリシー）を踏まえてアドミッション・ポ

リシーを策定している。 
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関する方針（カリキュラム・ポリ

シー）を踏まえて策定している

か。 

(3) 入学者の受入れに関する

方針（アドミッション・ポリシー）

には、「入学者選抜の基本方

針」を明示しているか。 

 改正時 

又は 

7 年毎 

 令和３年度自己点検評価で実施 

募集要項に記載し明示している。 

 

(4) 入学者の受入れに関する

方針（アドミッション・ポリシー）

には、「求める学生像（受け入

れる学生に求める学習成果を

含む。）」を明示しているか。 

 改正時 

又は 

7 年毎 

 令和３年度自己点検評価で実施 

募集要項に記載し明示している。 

 

(5) 受入れる学生に求める学

習成果には「学力の３要素」に

係る内容が含まれているか。 

 改正時 

又は 

7 年毎 

〇 令和３年度自己点検評価で実施 

受入れる学生に求める学習成果には「学力の３要素」に係る内容が含まれている。 

 

 

評価の視点１－３  

学校の目的及び三つ

の方針が、社会の状

況等の変化に応じて

適宜見直されているこ

と。 

観点１－３－①  

学校の目的及び三つの方針が、社会の

状況等の変化に応じて適宜見直されて

いるか。 

(1) 学校の目的及び三つの方

針について、社会の状況等を

把握し、適宜点検する体制と

なっているか。 

点検を行う体制がわか

る資料（関連規程等，三

つの方針の内容を点検

し，必要に応じて見直す

ことについて定めている

もの） 

 教務課 教学 IR 室長 変更があ

った時又

は 7 年毎 

〇 教学アセスメントプラン概要に「３つのポリシー自体の見直し」が盛り込まれている。 

「総合的な判断や社会の状況から、DP の見直しが必要か」という点検項目を設定してい

る。 

 

(2) 学校の目的及び三つの方

針について、社会の状況等を

把握し、適宜点検しているか。 

点検の実情に関する資

料（実績） 

必要が生

じた時又

は 

５年毎 

〇 令和 2 年度、社会の状況にあわせて三つのポリシーの改訂を行った。 

毎年、アセスメントプラン A-10、A-24、A-27 に DP、CP、AP の見直しについて点検項目

を設けている。 

 

基準２ 

教育組織及び教員・

教育支援者等 

 

評価の視点２－１  

学校の教育に係る基

本的な組織構成が、

学校の目的に照らし

て適切なものであるこ

と。また、教育活動を

展開する上で必要な

運営体制が適切に整

備され、機能している

こと。 

観点２－１－①  

学科の構成が、学校の目的に照らして、

適切なものとなっているか。 

(1) 学科の構成が学校の目的

（ 本 評 価 書 Ⅱに 記 載 した も

の。）及び卒業の認定に関す

る方針（ディプロマ・ポリシー）

と整合性がとれているか。 

学校の目的及び卒業の

認定に関する方針（ディ

プロマ・ポリシー）と整合

性を有した学科の構成

となっていることがわか

る資料 

運営審議会 

将来計画委員会 

教務委員会 

総務課 

教務課 

副校長 改組時 

又は 

7 年毎 

〇 令和３年度自己点検評価で実施 

本校は、専門知識・技術を有し、将来、研究開発やビジネスをリードする能力を有した人

材の育成（創意・創造）、自ら考え、主張し、行動する主体性を有した人材の育成（自主・

自律）、豊かな教養と倫理観を有し、他者や地球との共生の精神を有した人材の育成（共

存・共生）を理念としている。本校ではこの理念に基づいて、機械システム工学科、電気

制御システム工学科、物質化学工学科、電子情報工学科、国際ビジネス学科、商船学科

の 6 学科を準学士過程として設置し、学科が定める学習成果を上げた者に準学士の称

号を授与する。各学科毎に卒業の認定に関する方針を定めている（資料 2-1-1-(1)-

01）。この学科構成は産業界のニーズに適合することを反映し、令和 3 年度の求人数は

本郷キャンパス：2785 件、射水キャンパス：1127 件で合計：3912 件、また求人倍率は本郷

キャンパス：53.6 倍、射水キャンパス：18.5 倍となっている。 

 

観点２－１－② 

専攻の構成が、学校の目的に照らして、

適切なものとなっているか。 

(1) 専攻の構成が学校の目的

（ 本 評 価 書 Ⅱに 記 載 した も

の。）及び修了の認定に関す

る方針（ディプロマ・ポリシー）

と整合性がとれているか。 

学校の目的及び修了の

認定に関する方針（ディ

プロマ・ポリシー）と整合

性を有した専攻の構成

となっていることがわか

る資料 

運営審議会 

将来計画委員会 

専攻科委員会 

総務課 

教務課 

副校長 改組時 

又は 

7 年毎 

〇 令和３年度自己点検評価で実施 

本校専攻科は、学校全体の教育理念である、「創意・創造」「自主・自律」「共存・共生」に

基づき、準学士課程で学んだ内容をさらに深めるために設置されている。そのため、エコ

デザイン工学専攻、制御情報システム工学専攻、国際ビジネス学専攻、海事システム工

学専攻を設置している。この中でエコデザイン工学専攻は、準学士課程の機械システム

工学科、電気制御システム工学科、物質化学工学科の学生が主に進学し、各専門を深

めるとともに分野横断型のカリキュラムを構成している。 

 

観点２－１－③ 

教育活動を有効に展開するための検討・

運営体制が整備され、教育活動等に係

る重要事項を審議するなどの必要な活動

が行われているか。 

(1) 教育活動を有効に展開す

るための検討・運営体制を整

備しているか。 

教育活動を有効に展開

するために必要と考えら

れる教務・学生支援・入

試等の委員会の組織体

制がわかる資料（当該

事項を審議するための

組織の構成図，運営規

程等） 

教務委員会、 

専攻科委員会、 

学生委員会、 

入学試験委員会 

教務課 

学生支援課 

副校長 改組時 

又は 

7 年毎 

〇 令和３年度自己点検評価で実施 

教育課程全体の重要事項を審議する体制として運営審議会を、具体的な準学士課程、

専攻科課程の教育活動を審議する体制として、それぞれ教務委員会、学生委員会、入

学試験委員会、専攻科委員会を設置している。また、教育活動の妥当性をチェックする

ため、教学 IR 室を設置し、各種データの収集にあたっている。 

 

(2) (1)の体制の下、必要な活

動を行っているか。 

活動が行われている実

績がわかる資料（会議

の開催回数，議事要旨

１年分等） 

毎年 〇 委員会で学生教育・指導関係の活動が行われている。（各委員会の議事要旨）  

評価の視点２－２ 

教育活動を展開する

ために必要な教員が

適切に配置されてい

ること。 

観点２－２－① 

学校の目的を達成するために、準学士

課程に必要な一般科目担当教員及び各

学科の専門科目担当教員が適切に配置

されているか。 

(1) 一般科目担当の専任教員

を法令に従い、確保している

か。 

高等専門学校現況表

（別紙 2-1） 

人事委員会 総務課 副校長 毎年 〇 高専設置基準に定められた準学士課程に必要な一般科目担当教員は、各キャンパスで

１４名以上である。本校一般教養科の教員数は、本郷１５名、射水１３名（令和５年４月１日

現在）であるが、高専設置基準第８条の２に定める条件に合致する者が射水に１名いるこ

とから、基準を満たしている。 

 

(2) 専門科目担当の専任教員

を法令に従い、確保している

か。 

高等専門学校現況表

（別紙 2-1） 

毎年 〇 高専設置基準によれば、両キャンパスともに専門学科教員は、２２名以上確保することが

必要である。本校専門学科の教員数は、本郷（３学科）３７名、射水（３学科）３９名（令和５

年４月１日現在）であり、設置基準に従って確保している。 

 

(3) 専門科目を担当する専任

の教授及び准教授の数を法

令に従い、確保しているか。 

高等専門学校現況表

（別紙 2-1） 

毎年 〇 高専設置基準によれば、専門学科における専任の教授、准教授はそれぞれ２６名ずつ確

保することが必要である。本校の専門学科における専任の教授は３３名、准教授は３２名

（令和５年４月１日現在）であり、設置基準に従って確保している。 

 

(4) 適切な専門分野の教員が

授業科目を担当しているか。 

担当教員一覧表等（別

紙 2-3） 

毎年 〇 教員の専門分野を考慮し、適切な教員が授業を担当するよう、調整している。また、非常

勤講師においては資格審査を行っている。 
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◆ 非常勤講師についても併

せて分析する 

(5) 適切な教員配置について

専門分野以外に配慮している

ことがあるか。 

 ☐ 博士の学位 

 ☐ ネイティブスピーカー（担

当する言語を母国語とする） 

 ☐ 技術資格  

 ☐ 実務経験（教育機関以

外の民間企業等における勤務

経験者等） 

 ☐ 海外経験 

 ☐ その他 

◆ 学校の目的に沿って編成

された教育課程を展開するた

めに，必要な教員が配置され

ていることを分析する。 

◆ 非常勤講師についても併

せて分析する 

配慮していることがわか

る資料 

毎年 〇 採用時から学位、技術資格、実務経験の有無等に配慮している。教授、准教授、講師へ

の昇任を審査する際にもこれらの点を考慮しており、各学科で総合的に適切な配置とな

るよう配慮している。また、英語など外国語のネイティブスピーカーを常勤または非常勤講

師として雇用し、適切に授業を担当させることで、学生の外国語コミュニケーション能力の

向上を図っている。 

 

観点２－２－② 

学校の目的を達成するために、専攻科

課程に必要な各分野の教育研究能力を

有する専攻科担当教員が適切に配置さ

れているか。 

(1) 専攻科の授業科目担当教

員を適切に確保しているか。 

担当教員一覧表等（別

紙 2-3） 

人事委員会 総務課 副校長 毎年 〇 専攻科の授業科目担当については、独立行政法人大学改革支援・学位授与機構（以

下、学位授与機構）による特例適用専攻科に関する審査において、本校専攻科は基準を

満たすと判断されており、授業科目担当教員を適切に確保しているといえる。 

 

(2) 適切な専門分野の教員が

授業科目を担当しているか。 

担当教員一覧表等（別

紙 2-3） 

毎年 〇 上記(1)と同様に、特例適用専攻科審査において基準を満たすと判断されており、適切な

専門分野の教員が授業科目を担当している。 

 

(3) 適切な研究実績・研究能

力を有する教員が研究指導を

担当しているか。 

適切な研究実績・研究

能力を有する教員が研

究指導を担当しているこ

とがわかる資料。 

毎年 〇 特例適用専攻科の審査結果により、基準を満たすと判断されている。従って、適切な研

究実績・研究能力を有する教員が研究指導を担当していると判断できる。 

 

観点２－２－③ 

学校の目的に応じた教育研究活動の活

性化を図るため、教員の年齢構成等へ

の配慮等適切な措置が講じられている

か。 

(1) 教員の配置について、教

育研究水準の維持向上及び

教育研究の活性化を図るた

め、教員の構成が特定の範囲

の年齢に著しく偏ることのない

よう配慮しているか。 

・教員の年齢構成がわ

かる資料 

・配慮に関する取組が

わかる資料 

人事委員会 総務課 副校長 毎年 〇 教員の年齢構成について整理した結果をもとに、新規採用において若手人材の採用を

行うとともに、学科内における教員の年齢構成等への配慮等適切な措置を講じている。 

 

(2) (1)以外に配慮している措

置はあるか。 

 ☐ 教育経歴 

 ☐ 実務経験 

 ☐ 男女比  

 ☐ その他 

配慮に関する取組がわ

かる資料 

毎年 〇 教員採用にあたって、教育経験についても配慮して選考している。また、女性比率を高め

るために公募への女性の応募を推奨するとともに、実務経験に配慮した公募を必要に応

じて行っている。なお、今般の教員公募において女性の応募者が増加傾向にあり、引き

続き女性教員比率を高めるため必要かつ適切な措置を講じる。 

 

(3) 在職する教員に対して教

育研究水準の維持向上及び

教育研究の活性化を図るため

に行っている措置等はあるか。 

 ☐ 学位取得に関する支援 

 ☐ 任期制の導入 

 ☐ 公募制の導入  

 ☐ 教員表彰制度の導入 

 ☐ 企業研修への参加支援 

 ☐ 校長裁量経費等の予算

配分 

 ☐ ゆとりの時間確保策の導

入 

 ☐ サバティカル制度の導入 

 ☐ 他の教育機関との人事

交流 

 ☐ その他 

行っている措置の実施

状況がわかる資料 

毎年 〇 職務専念義務免除や自己啓発等休業に関する規則が整備されており、水準の維持向上

を計っている。例えば、博士号取得などのために研修を行うことも可能とし、教育研究レ

ベルの向上を図っている。任期制・公募制により教員採用を行い、水準の維持、活性化

を図っている。教職員表彰制度を整備し、教職員の教育・研究レベル向上のモチベーシ

ョンを維持している。校長裁量経費の助成対象の決定は校内でのテーマ公募に基づい

ており、財政委員会で審議の上で予算措置をしている。本取り組みにより、教育・研究レ

ベルの向上を図っている。人材の流動性を確保し、適切な教員配置によって教育・研究

レベルの維持・向上を図るため、高専機構本部の実施する高専間異動制度等について

校内で周知し、異動希望者を募る取り組みを行っている。 

 

評価の視点２－３ 

全教員の教育研究活

動に対して、学校によ

る定期的な評価が行

われていること。また、

教員の採用及び昇格

等に当たって、明確

な基準や規定が定め

られ、それに従い適

観点２－３－① 

全教員の教育研究活動に対して、学校

による定期的な評価が行われており、そ

の結果が活用されているか。 

(1) 全教員（非常勤教員を除

く。）に対して校長又はその委

任を受けた者による教育上の

能力や活動実績に関する評

価を定期的に行い、その結果

を基に給与・研究費配分への

反映や教員組織の見直し等の

適切な取組を行う体制を整備

しているか。 

・教員評価にかかる規

程等がわかる資料 

・給与や研究費配分に

活用することとしている

か，教員組織の見直し

等に活用することとして

いるかがわかる資料 

財政委員会 

人事委員会 

管理課 

総務課 

副校長 毎年 〇 評価結果の研究費配分への反映は行っていない。 

 

昇給、賞与額の決定のため、副校長が主事、学科長等に対し、当該部署において良好

な業務実績のある教職員を推薦させ、その結果を踏まえ校長が最終決定している。な

お、学科長は教員の提出した昨年度の実績および今年度の業務計画を参考にしつつ、

必要に応じて面談を行った上で教員を評価し、推薦を行う。また、教職員表彰制度を設

け、主事・学科長の推薦に基づいて評価を行っている。 
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切な運用がなされて

いること。 

(2) (1)の体制の下、教員評価

を実施しているか。 

教員評価を実施してい

ることがわかる資料 

毎年 〇 上記(1)の体制に基づき、毎年度、評価を実施している。  

(3) 把 握した 評 価結果 を 基

に、行っている取組はあるか。 

 ☐ 給与における措置 

 ☐ 研究費配分における措

置 

 ☐ 教員組織の見直し 

 ☐ 表彰 

 ☐ その他 

評価結果を具体的にど

のように活用しているの

かがわかる資料 

毎年 〇 上記の流れにより、推薦を受けた教員を評価した上で、賞与（勤勉手当成績区分）、号給

（昇給区分）に反映している。また、教職員表彰対象者を決定し、表彰を行っている。 

 

(4) 非常勤教員に対し教員評

価を実施しているか。 

・教員評価にかかる規

程等を定めた資料 

・実施していることがわ

かる資料（授業評価アン

ケートを含む） 

毎年 〇 常勤教員と同様に、学生に対して非常勤講師の授業評価アンケートを行い、結果を本人

にフィードバックし、授業改善等を検討してもらっている。また、非常勤教員の雇用に際

し、教務委員会による審査要望をもとに、人事委員会において採用の可否について判断

している。 

 

観点２－３－② 

教員の採用や昇格等に関する基準や規

定が明確に定められ、適切に運用されて

いるか。 

(1) 教 員 （ 非 常 勤 教 員 を 除

く。）の採用・昇格等に関する

基準を法令に従い定めている

か。 

定めている規程がわか

る資料（採用・昇格に関

する体制，方法，教員の

資格，能力や業績に関

する基準等が明記され

ているもの） 

人事委員会 総務課 副校長 改正時 

又は 

7 年毎 

 令和３年度自己点検評価で実施 

教員の採用、昇格等に関する基準（内部資料）を定め、採用・昇格 

を判断している. 

 

 

(2) (1)で定められている基準

等では、教育上の能力等を確

認する仕組みとなっているか。 

 ☐ 模擬授業の実施 

 ☐ 教育歴の確認 

 ☐ 実務経験の確認 

 ☐ 海外経験の確認 

 ☐ 国際的な活動実績の確

認 

 ☐ その他 

実施・確認していること

がわかる資料 

改正時 

又は 

7 年毎 

 令和３年度自己点検評価で実施 

教育歴、実務経験、研究業績、学会・社会的活動等をもとに、人事 

委員会において教育・研究上の能力を確認する仕組みとなっている。 

 

(3) (1)の基準等に基づき、実

際の採用・昇格等を行ってい

るか。 

(1)の基準等に基づき、

実際の採用・昇格等を

行っていることがわかる

資料 

毎年 〇 上記の基準等に基づき、実際の採用・昇格等を行っている。なお、昇任基準について令

和５年度に見直しを行った。 

 

(4) 非常勤教員の採用基準等

を定めているか。 

非常勤教員の採用基準

等の規程がわかる資料 

7 年毎  令和３年度自己点検評価で実施 

常勤教員と同様に、教育歴、実務経験、研究業績、学会・社会的活動等に基づき、人事

委員会で基準を満たすかを評価している。 

 

評価の視点２－４ 

教員の教育能力の向

上を図る取組が適切

に行われていること。

また、教育活動を展

開するために必要な

教育支援者等が適切

に配置され、資質の

向上を図るための取

組が適切に行われて

いること。 

観点２－４－① 

授業の内容及び方法の改善を図るため

の組織的な研修及び研究（ファカルティ・

ディベロップメント）が、適切な方法で実

施され、組織として教育の質の向上や授

業の改善が図られているか。 

(1) 学校として、授業の内容及

び方法の改善を図るためにフ

ァカルティ・ディベロップメント

（以下「ＦＤ」という。）を実施す

る体制を整備しているか。 

・関係する委員会等の

組織関係図，役割と責

任が把握できる資料，

関連規程 

・実施体制・実施方針・

内容・方法がわかる資

料 

FD 委員会 

教務委員会 

専攻科委員会 

教務課 

総務課 

副校長 改正時 

又は 

7 年毎 

 令和３年度自己点検評価で実施 

FD 委員会が設置されている。FD 委員会の役割、責任等は富山高 等専門学校 FD 委

員会規則に規定されている。 同委員会規則に基づき活動方針を定め、実施内容、担当

者を決定して、研修会等を実施している。 

 

 

(2) 定期的にＦＤを実施してい

るか。 

・実施状況（参加状況）

がわかる資料 

・FD に関する報告書等

の該当箇所等 

毎年 〇 令和５年度は、FD 研修会を５回実施し当該実施状況については、令和５年度第 6 回 FD

委員会で確認している。 

 

(3) (2)のＦＤを実施した結果

が、改善に結びついている

か。 

FD の結果，改善に結び

付いた事例で組織とし

て把握している取組の

状況がわかる資料 

毎年 〇 FD 報告書の提出状況については令和３年度から改善され、FD 委員会及び総務課で把

握している学外で実施された研修会の報告書について提出を促している。 

FD 報告書の提出方法について検討した結果、令和５年度以降、FD 研修参加者が、デス

クネッツの FD 報告書フォルダに直接言提出することによって、FD 報告担当及び担当事

務が、提出状況を確認することとした。 

本校教員が参加した学外の FD 研修及びその報告書の保存先を教員会議等で示すこと

によって情報共有し、活用を促している。 

 

 

観点２－４－② 

学校における教育活動を展開するため

に必要な事務職員、技術職員等の教育

支援者等が適切に配置されているか。 

 

(1) 教 育 支 援者 等（ 事務 職

員、技術職員、図書館職員、

助手等。）を法令に従い適切

に配置しているか。 

・高等専門学校現況表

（別紙 2-1） 

・教育支援者に関する

事務組織図，役割分担

がわかる資料 

FD 委員会 

人事委員会 

教務課 

総務課 

副校長 毎年 〇 定められた職種別人員枠の範囲内で適切に配置している。  

(2) 図書館に司書等の専門的

職員を法令に従い適切に配置

しているか。 

高等専門学校現況表

（別紙 2-1） 

毎年 
〇  法令に基づき、司書資格を持った常勤職員３名を配置している。   
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観点２－４－③ 

教育支援者等に対して、研修等、その資

質の向上を図るための取組が適切に行

われているか。 

(1) 教 育 支 援者 等（ 事務 職

員、技術職員、図書館職員、

助手等。）に対して、研修等、

その資質の向上を図るための

取組を適切に行っているか。 

研修等の実施状況（参

加状況等）の取組がわ

かる資料 

FD 委員会 教務課 副校長 毎年 〇 適切に行っている。 

高専機構本部主催の各種研修会に参加させている。 

 

基準３ 

学習環境及び学生支

援等 

 

評価の視点３－１ 

学校において編成さ

れた教育研究組織及

び教育課程に対応し

た施設・設備が整備さ

れ、適切な安全・衛生

管理の下に有効に活

用されていること。ま

た、ＩＣＴ環境が適切

に 整 備 さ れ る と と も

に、図書、学術雑誌、

視聴覚資料その他の

教育研究上必要な資

料が系統的に収集、

整理されていること。 

観点３－１－① 

学校において編成された教育研究組織

の運営及び教育課程に対応した施設・

設備が整備され、適切な安全・衛生管理

の下に有効に活用されているか。 

(1) 校地面積を法令に従い適

切に確保しているか。 

高等専門学校現況表

（別紙 2-1） 

施設・ 設備整備

委員会 

安全衛生委員会 

図書館情報セン

ター会議 

管理課 

総務課 

副校長 変更があ

った時又

は 7 年毎 

 令和３年度自己点検評価で実施 

法令上、最小面積は 12,800m2 のところ、本郷キャンパス：55,472m2、射水キャンパス：

45,336m2 を確保しており、 両キャンパスともに基準を満たしている。 

 

(2) 校舎面積を法令に従い適

切に確保しているか。 

高等専門学校現況表

（別紙 2-1） 

変更があ

った時又

は 7 年毎 

 令和３年度自己点検評価で実施 

基準面積は 25,650m2 のところ、本郷キャンパス：13,973m2、射水キャンパス：15,522m2 

を確保しており、 両キャンパス：合計 29,495 ㎡となり基準を満たしている。 

 

(3) 運動場を設けているか。 設置状況がわかる資料 変更があ

った時又

は 7 年毎 

 令和３年度自己点検評価で実施 

本郷キャンパス、射水キャンパスとも運動場を有している。 

 

(4) 高等専門学校の校舎に専

用の施設を法令に従い適切に

備えているか。 

設置状況がわかる資料 変更があ

った時又

は 7 年毎 

 令和３年度自己点検評価で実施 

校舎に専用の施設を以下のとおり法令に従い適切に備えている。 

（本郷キャンパス） 

校舎（校長室、教員室、会議室、事務室、教室（講義室、ラボ・実験室）、研究室、情報演

習室、語学学習にも対応できるマルチデジタル演習室をはじめ実習工場の校内共同利

用施設、図書館情報処理センター、地域連携教育棟のほか、運動場・体育館・プールな

どの運動施設、課外活動施設、学生寮、売店などの福利厚生施設を有している。 

（射水キャンパス） 

校舎（校長室、教員室、会議室、事務室、教室（講義室、ラボ・実験室）、研究室、情報演

習室、語学学習にも対応できるランゲージラボをはじめ実習工場の校内共同利用施設、

図書館情報処理センターのほか、運動場・体育館・プールなどの運動施設、課外活動施

設、学生寮、売店などの福利厚生施設を有している。 

 

(5) 学科の種類に応じ、附属

施設を法令に従い適切に整備

しているか。 

 ☐ 実験・実習工場 

 ☐ 練習船 

設置状況がわかる資料 変更があ

った時又

は 7 年毎 

 令和３年度自己点検評価で実施 

学科の種類に応じた以下の附属施設を有している。 

（本郷キャンパス） 

実習工場 

（射水キャンパス） 

実験実習棟、練習船若潮丸、水槽実験棟、ガスタービン実験棟、臨海実習場 

 

(6) 自主的学習スペースを設

けているか。 

設置状況がわかる資料 変更があ

った時又

は 7 年毎 

 令和３年度自己点検評価で実施 

以下の自主的学習スペースを有している。 

（本郷キャンパス） 

リフレッシュスペース（専攻科棟，一般科，C 科棟）、学生ラウンジ・演習室・閲覧室（図書

館） 

（射水キャンパス） 

ラウンジ A-C，第２専門棟第２プラザ，専攻科棟１階専攻科自習室，図書館閲覧室，演

習室 

 

(7) 教育研究環境の充実を図

るため、(3)～(6)以外の施設・

設備を設けているか。 

 ☐ 厚生施設 

 ☐ コミュニケーションスペー

ス 

 ☐ その他 

設置状況がわかる資料 変更があ

った時又

は 7 年毎 

 令和３年度自己点検評価で実施 

両キャンパスともに合宿研修所を設け、クラブ活動等に活用している。また、宿泊施設を

設け、必要な場合に職員、学生の宿泊が可能としている。 

教育、研究の高度化の推進を目的とした研究高度化推進センター、ソリューションセンタ

ー、国際教育センターを有している。 

 

(8) 施設・設備の安全衛生管

理体制を整備しているか。 

・安全衛生管理体制が

わかる資料 

・設備使用に関する規

程，設備利用の手引き

等 

変更があ

った時又

は 7 年毎 

 令和３年度自己点検評価で実施 

安全・衛生対策・危険防止としては、実験設備や薬品等の危険から教育研究環境を守る

ため安全衛生委員会を組織し、安全確保に努めている。また、防火管理委員会を組織

し、災害対策に努めている。 

 

(9) (8)の体制が有効に機能し

ているか。 

安全（指導）管理にかか

る講習会等が行われて

いることがわかる資料 

毎年 〇 安全衛生委員会の議を経て、AED 講習、定期巡視、化学物質のリスクアセスメントなどを

行っている。 

 

(10) 施設・設備のバリアフリー

化への配慮を行っているか 

施設・設備の整備状況・

整備計画等のバリアフリ

ー化への取組を示す資

料 

毎年 〇 定期的な構内巡視を行い、安全・衛生対策・危険防止に努めている。（安全衛生委員会

で巡視を行っている） 

 

施設・設備のバリアフリー化への配慮を以下のとおり行っている。 

校舎、図書館にエレベータ、玄関スロープ及び身障者トイレを設置している。 

建物改修の概算要求内容において、バリアフリー化の観点からスロープ、手すり、多目的

トイレ及び身障者用トイレ等を盛り込んで改修計画を策定している。 

 

(11) 整備された教育・生活環

境の利用状況や満足度等を

学校として把握し改善等を行う

体制を整備しているか。 

体制に関する規程等の

資料 

変更があ

った時又

は 7 年毎 

 令和３年度自己点検評価で実施 

施設・設備整備員会を組織し、施設・設備の有効活用や総合整備計画の一環で各セグメ

ントへの施設・設備への要望調査を行い、改善に努めている。 

 

(12) (11)の体制において、教

育・生活環境の利用状況や満

・教育・生活環境の利用

状況や満足度等が把握

毎年 〇 施設・設備整備委員会において、教育施設基盤経費の執行計画を策定し、改善を図っ

ている。 
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足度等を把握し、改善等を実

際に行っているか。 

できる資料 

・ (11)の体制において

改善を行った事例がわ

かる資料 

後援会補助をうけ、射水キャンパスの学生ロッカーを更新した。 

観点３－１－② 

教育内容、方法や学生のニーズに対応

したＩＣＴ環境が十分なセキュリティ管理

の下に適切に整備され、有効に活用され

ているか。 

(1) 教育内容、方法や学生の

ニーズに対応したＩＣＴ環境を

適切に整備しているか。 

ＩＣＴ環境（無線・有線

LAN やパソコン等の利

用環境等のネットワーク

システム（利用可能なエ

リアの状況も含む））の

整備状況がわかる資料 

（学校内ネットワーク環

境の整備状況，授業内

外で学生が利用可能な

パソコンの台数，情報処

理センターの組織規程

等） 

図書館情報セン

ター会議 

教務委員会 

総務課 

教務課 

副校長 変更があ

った時又

は 7 年毎 

 令和３年度自己点検評価で実施 

各キャンパス３つの演習室を整備している。加えて、学生の自学自習のための無線 AP 

を本校で独自に追加設置している。 

 

(2) ＩＣＴ環境のセキュリティ管

理体制を適切に整備している

か。 

 

セキュリティ管理に関す

る規程等，セキュリティ

ポリシー，セキュリティシ

ステムの概要，ICT 環境

の管理体制及び業務内

容，講習会等がわかる

資料 

毎年 〇 「富山高等専門学校情報セキュリティ管理規程」、「富山高等専門学校情報セキュリティ推

進規程」、「富山高等専門学校情報セキュリティ教職員規程」、「富山高等専門学校情報

セキュリティ利用者規程」に示すとおり、学校としてのセキュリティ管理に関する規定を定

めており、年に１度改正等がないか確認を行っている。 

ネットワークの利用は高専共通アカウントによる認証を要する。 

教職員を対象とした情報セキュリティ研修会を毎年開催している。 

また、着任者向けの研修を別途実施している。 

全学生に e-learning による情報リテラシーの指導を行っている。 

 

(3) ＩＣＴ環境は有効に活用さ

れているか。 

ＩＣＴ環境の利用状況が

わかる資料 

毎年 〇 有効に活用されているが、感染症や大雪等対面授業困難な時は、Teams を活用したオ

ンライン授業を実践することで学びを継続させた。 

学生の BYOD 端末による自学自習などに十分活用されている。 

 

(4) (3)について学生や教職員

のＩＣＴ環境の利用状況や満

足度等を学校として把握し改

善等を行う体制を整備してい

るか。 

体制に関する規程等の

資料 

変更があ

った時又

は 7 年毎 

 令和３年度自己点検評価で実施 

ICT 環境として、Teams を活用して学生および教職員の利用状況の把握を行い、相談・

トラブル等に対応している。校内の Wi-Fi 環境の整備として、令和 3 年度には学生アン

ケートを実施した。 

 

(5) (4)の体制が機能している

か。 

・学生や教職員の ICT

環境の利用状況や満足

度等が把握できる資料 

・(4)の体制において改

善を行った事例がわか

る資料 

毎年 〇 学生及び教職員の要望に基づいて無線アクセスポイントの新設や教員室のネットワーク

環境の改善を実施している。 

教職員からの要望を受け付ける Forms を作成し、Teams の図書館情報センター用チーム

に要望が通知される仕組みを構築したことで要望に対して迅速に図書館情報センター員

が対応または対応について検討・議論できるようになった。 

 

観点３－１－③  

図書、学術雑誌、視聴覚資料その他の

教育研究上必要な資料が系統的に収

集、整理されており、有効に活用されて

いるか。 

(1) 図書館の設備を法令に従

い備えているか。 

整備状況がわかる資料 図書館情報セン

ター会議 

総務課 副校長 変更があ

った時又

は 7 年毎 

 令和３年度自己点検評価で実施 

本郷図書館、射水図書館の整備を法令に従い備えている。 

 

 

(2) 図書、学術雑誌、視聴覚

資料その他の教育研究上必

要な資料を系統的に収集、整

理しているか。 

◆教育課程、学科の種類、学

年区分に応じて、教育研究上

必要となる図書、学術雑誌、視

聴覚資料、その他の資料が系

統的（学科構成に対応した系

統性、学習内容に対応した分

野やレベル等の系統性。）に

収集、整理されているかにつ

いて分析する。 

整 備 方 針 ， 整 備 状 況

（内訳，冊子等のデー

タ）がわかる資料 

毎年 〇 蔵書構成表に基づき、資料を系統的に収集、整理している。 

毎年、学科推薦を実施し、学科に応じた資料収集を行っている。 

「電子ジャーナル等の整備方針(申し合わせ）」に示すとおり、学校としての整備方針を定

めており、図書館情報センター会議において、毎年のアクセス数・アクセス単価について

確認し、利用状況に応じた整備を行っている。 

 

(3) (2)の資料は、教職員や学

生に有効に活用されている

か。 

◆教職員や学生による利用状

況等について分析する 

図書館等の教職員や学

生による利用状況等（図

書等貸出数，図書館入

館者数）がわかる資料 

毎年 〇 有効に活用されている。 

毎年、図書等貸出数、図書館入館者数の利用統計をとり、図書館情報センター会議にお

いて利用状況の確認を行っている。 

 

(4) (2)の資料が有効に活用さ

れるための取組を行っている

か。 

図書館等の利用サービ

スにかかる取組（開館時

間への配慮，職員等に

よるガイダンス等）がわ

かる資料 

毎年 〇 企画展示やブックハンティングを通じて、学生の興味を高める取組を実施している。また、

学業期間中は 17 時以降の延長開館や土曜開館を行っている。 

 

評価の視点３－２  

教育を実施する上で

の履修指導、学生の

自主的学習の相談・

観点３－２－① 

履修等に関するガイダンスを実施してい

るか。 

(1) 教育を実施する上でのガ

イダンスをどのような対象に対

して実施しているか。 

◆ 入学時や授業登録時等に

ガイダンスの実施状況

がわかる資料 

教務委員会 

専攻科委員会 

教務課 副校長 毎年 〇 本科入学生に対して教務、学生生活、図書館、情報演習室、学生相談室等に関するガイ

ダンスを実施している。 

専攻科入学生に対しては、エコデザイン工学専攻、制御情報システム工学専攻・国際ビ

ジネス学専攻、海事システム工学専攻に分けて、各々専攻に合わせたガイダンスを実施
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助言等の学習支援体

制や学生の生活や経

済面並びに就職等に

関する指導・相談・助

言等を行う体制が整

備され、機能している

こと。また、学生の課

外活動に対する支援

体制等が整備され、

機能していること。 

おいて実施しているガイダンス

について、学校全体に対する

ものか、学年全体に対するも

のか、学科・専攻ごとに実施す

るものか、それぞれの内容が

適切なものかについて分析す

る。 

◆ 図書館、実験・実習工場

等の利用に関するガイダンス

の実施についても分析する。 

 ☐ 本科生 

 ☐ 専攻科生 

 ☐ 編入学生 

 ☐ 留学生 

 ☐ 障害のある学生 

 ☐ 社会人学生 

 ☐ その他 

している。 

編入学生に対しては入学手続き時に、当面の学事日程、学生生活についてのガイダンス

を、入学式に担任からオリエンテーションが行われる。 

留学生に対しては、入学式前後に担任が教務に関するオリエンテーションを行う。また入

寮時に学生生活、寮生活に関するガイダンスを実施する。 

障害のある学生に対しては、入学に関する説明会時に相談を受け付けており、必要に応

じて日程を調整し、当該学生の所属学科長、学生相談室長、看護師で相談対応を行っ

ている。 

専攻科においては、社会人特別選抜を実施しているが、近年受入れ実績は無い。社会

人に限らず新入生ガイダンスは教務委員会で検討し、計画・実施している。 

観点３－２－② 

学習支援に関する学生のニーズが適切

に把握され、学生の自主的学習を進める

上での相談・助言等を行う体制が整備さ

れ、機能しているか。 

(1) 学生の自主的学習を進め

る上で、どのような相談・助言

体制を整備しているか。 

 ☐ 担任制・指導教員制の

整備 

 ☐ オフィスアワーの整備 

 ☐ 対面型の相談受付体制

の整備  

 ☐ 電子メールによる相談受

付体制の整備 

 ☐ ＩＣＴを活用した成績確認

や学習相談等に関するシステ

ムの整備 

 ☐ 資格試験・検定試験等

の支援体制の整備 

 ☐ 外国への留学に関する

支援体制の整備 

・整備状況がわかる資

料 

・学生への周知状況（刊

行物，プリント，ウェブサ

イト等の該当箇所）がわ

かる資料 

教務委員会 

専攻科委員会 

教務課 副校長 毎年 〇 校務分担に掲載されているとおり、各クラスにはそれぞれ担任、副担任が配置されてい

る。 

学生相談室ではカウンセラーの他相談室員(教員)を配置し学習に関する相談にも対応し

ている。学生へは資料のような案内を配布および掲示し周知している。 

Teams のチャット機能を利用した学生との連絡体制を活用し、教員はあらゆる相談に対応

している。現在は電子メールによる相談やオフィスアワーの設定を実施していない。 

教科や学科によっては、学生の学習支援体制として、補習を実施している。また、各学科

に応じた外部資格等を単位認定する制度がある。 

例年、資料の通り国際教育センターが「トビタテ！留学 JAPAN」の説明会および応募支援

を実施している。 

 

(2) (1)は、学生に利用されてい

るか。 

 ☐ 担任制・指導教員制の

整備 

 ☐ オフィスアワーの整備 

 ☐ 対面型の相談受付体制

の整備  

 ☐ 電子メールによる相談受

付体制の整備 

 ☐ ＩＣＴを活用した成績確認

や学習相談等に関するシステ

ムの整備 

 ☐ 資格試験・検定試験等

の支援体制の整備 

 ☐ 外国への留学に関する

支援体制の整備 

 ☐ その他 

利用状況（実績・相談対

応例等）がわかる資料 

毎年 〇 担任と学生との面談は，クラスごとに年に数回実施されている。 

学生相談室および保健室相談の利用実績がある。 

TOEIC オンライン講座で多くの学生が受講している。 

知識・技能審査による単位認定で非常に多くの学生が学外における学修単位の認定を

受けている。 

 

各クラスの Teams は主事をはじめとする教職員が閲覧できるようになっている。 

 

(3) 学習支援に関して学生の

ニーズを把握するための制度

があるか。 

 ☐ 担任制・指導教員制の

導入 

 ☐ 学生との懇談会 

 ☐ 意見投書箱 

 ☐ その他（対面型の相談

等） 

制度がわかる資料 変更があ

った時又

は 7 年毎 

 令和３年度自己点検評価で実施 

担任が学生および保護者と定期的に面談を行うことでニーズを把握している。 

卒業生・修了生アンケートの項目６，7，8，9 および 12 で学生の満足度や要望を把握して

いる。 

毎年両キャンパス学生会執行部および後援会との意見交換会を実施している。 

富山高等専門学校意見箱取扱要項を定め設置している。 

アンケート等には多くの意見が寄せられるので、こちらを参考にしている。 

 

(4) (3)は、有効に機能している

か。 

 ☐ 担任制・指導教員制 

 ☐ 学生との懇談会 

 ☐ 意見投書箱 

 ☐ その他（対面型の相談

等） 

制度の機能状況がわか

る資料 

毎年 〇 学生生活支援・学校設備に関するアンケートを実施し、アセスメントプランの根拠資料とし

て収集した（令和３年度実施）  

令和５年度には校長による授業改善に関するアンケートを実施し、学生からの各種不満

要望に対応した。 
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観点３－２－③ 

特別な支援が必要と考えられる学生への

学習支援及び生活支援等を適切に行う

ことができる体制が整備されており、必要

に応じて支援が行われているか。 

(1) 留学生の学習及び生活に

対する支援体制を整備してい

るか。 

整備状況がわかる資料 修学支援室 

教務委員会 

専攻科委員会 

教務課 副校長 変更があ

った時又

は 7 年毎 

 令和３年度自己点検評価で実施 

「富山高等専門学校外国人留学生規則」，「富山高等専門学校留学生相談員課外指導

実施要項」で外国人留学生の支援並びに「富山高等専門学校短期留学生受入規則」で

短期留学生の支援体制を定めている。 

令和４年度から、留学生を支援するための教員を配置している 

 

(2) (1)の体制において、留学

生の支援を必要に応じて行っ

ているか。 

・留学生を支援する取

組（留学生指導教員の

配置，留学生チュータ

ーの配置等）がわかる

資料 

・支援の実施状況がわ

かる資料 

毎年 〇 留学生チューターによって、月に数時間～10 時間程度の支援が実施されている。 

日本語担当教員は、時間割表下部に示されているように 3 年生，4 年生の留学生に対し

て，週 2 回の日本語授業を通年で実施している。留学生同士及び日本語担当教員との

交流を深めるため、談話室を整備し活用している。 

 

(3) 編入学生の学習及び生活

に対する支援体制を整備して

いるか。 

整備状況がわかる資料 変更があ

った時又

は 7 年毎 

 令和３年度自己点検評価で実施 

編入学生については，１年次からの入学生と同様に教務委員会が中心となり，学習指

導，支援している。 

編入学生への支援等については，当該学生の担任および学科長が中心となり行う。必要

に応じて学科の教務，学生，寮務主事補等も支援を行っている。 

 

(4) (3)の体制において、編入

学生の支援を必要に応じて行

っているか。 

・編入学生を支援する

取組がわかる資料 

・入学前の指導を行って

いる場合には，実施状

況及びその内容（担当

教員，実施科目，対象

別実施回数，使用教材

等） 

毎年 〇 令和 5 年度 4 月に国際ビジネス学科 4 年に 1 名編入生として入学した。 

編入生に対して、入学前事前面談・事前指導や、入学前の中国語の補習など指導・支援

を行った。 

 

(5) 社会人学生の学習及び生

活に対する支援体制を整備し

ているか。 

整備状況がわかる資料 変更があ

った時又

は 7 年毎 

 令和３年度自己点検評価で実施 

社会人学生に限らず専攻科生の課程修了，学位取得に関する支援等については専攻

科委員会で検討している。 

 

(6) (5)の体制において、社会

人学生の支援を必要に応じて

行っているか。 

・社会人学生を支援す

る取組（情報提供（電子

メ ー ル ， ウ ェ ブ サ イ ト

等））がわかる資料 

・社会人学生に対する

学習相談の制度が把握

できる資料（オフィスアワ

ー一覧表，配布プリント

の該当箇所等） 

・支援の実施状況がわ

かる資料 

毎年 〇 近年は該当学生がいないため、その実績は無い。  

(7) 障害のある学生の学習及

び生活に対する支援体制を整

備しているか。 

整備状況がわかる資料 変更があ

った時又

は 7 年毎 

 令和３年度自己点検評価で実施 

富山高等専門学校修学支援室規則に支援体制を定めている。 

 

(8) (7)の体制において、障害

のある学生の支援を必要に応

じて行っているか。 

・障害のある学生を支援

する取組（ノートテーカ

ー，チューターの配置

等）がわかる資料 

・支援の実施状況がわ

かる資料 

毎年 〇 課題を出す場合に、Teams（チャット）で告知するとともに締切を明示する。（レポート・課題

の受領連絡含む） 

・当該学生の課題提出が期限を過ぎた場合でも、受理および評価について配慮する。 

・定期試験は別室受験とする。 

・常時学生が持参する紙やスマートフォン等の筆談による返答、コミュニケーション 

・発声を伴わない方法による、発表やプレゼンテーションの実施 

・口述試験は、発声を伴わない試験方法への変更 

等対応した。 

 

 

(9) 障害者差別解消法第５条

及び第７条又は第８条（第９

条、第 10 条、第 11 条の関係

条項も含む。）に対応している

か。 

対応状況がわかる資料

（学校独自の取り組みの

ほか，高専機構が本校

を対象として対応してい

るものについても，資料

として提示する） 

変更があ

った時又

は 7 年毎 

 令和３年度自己点検評価で実施 

高専機構における障害を理由とする差別解消対応要領にもとづき運用している。 

また，障害者差別解消のための相談窓口を設けている。 

 

(10) 上記以外の特別な支援

を行っているか。 

(1)～(９)以外に行ってい

る支援があれば，取組

がわかる資料 

変更があ

った時又

は 7 年毎 

 令和３年度自己点検評価で実施 

特記事項はない。 

 

観点３－２－④ 

学生の生活や経済面に係わる指導・相

談・助言等を行う体制が整備され、機能

しているか。 

(1) 学生の生活や経済面にお

ける指導・相談・助言等の体制

に関し、どのように整備してい

るか。 

 ☐ 学生相談室 

 ☐ 保健室 

 ☐ 相談員やカウンセラーの

それぞれの体制の整備

状況がわかる資料（生

活指導の体制，指導内

容，組織図，関連規程，

委員会等） 

学生委員会 学生支援課 副校長 変更があ

った時又

は 7 年毎 

〇 令和３年度自己点検評価で実施 

学生の相談窓口として各キャンパスに学生相談室を設置し、スクールカウンセラー、スク

ールソーシャルワーカーによる相談体制を整備している。 

奨学金、授業料免除等の経済的支援については、SNS（さくら連絡網・Teams）、ＨＰによ

る周知を行っている。 
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配置 

 ☐ ハラスメント等の相談体

制 

 ☐ 学生に対する相談の案

内等 

 ☐ 奨学金 

 ☐ 授業料減免 

 ☐ 緊急時の貸与等の制度 

 ☐ その他 

(2) 健康診断及び健康相談・

保健指導を定期的に実施して

いるか。 

各取組の実施状況がわ

かる資料 

毎年 ○ 「学校保健安全法」に基づき健康診断を実施している。また、保健室において健康相談

等を行っている。 

 

(3) (2)以外で、(1)の体制に基

づいた学生の生活や経済面

における指導・相談・助言等の

活動が実際に学生に利用され

ているか。 

 ☐ 学生相談室 

 ☐ 保健室 

 ☐ 相談員やカウンセラーの

配置 

 ☐ ハラスメント等の相談体

制 

 ☐ 学生に対する相談の案

内等 

 ☐ 奨学金 

 ☐ 授業料減免 

 ☐ 緊急時の貸与等の制度 

 ☐ その他 

相談実績（相談・対応

例），各体制にかかる委

員会等の実施状況がわ

かる資料 

毎年 ○ 相談員、カウンセラー、スクールソーシャルワーカーが学生から相談を受け、学生相談室

の打合せにおいて報告・共有している。また、学生への相談体制の周知は、「学生相談

室のご案内」を新入生ガイダンス等で行っている。 

保健室においても、学生からの健康相談を受けており、内容に応じて、学生相談室の構

成員やハラスメント相談員に繋ぐ体制としている。また、相談内容は関係教職員に報告・

共有をしている。 

奨学金や授業料免除については、各制度の周知期間を１か月程度設けており、説明会

を開催して事務担当者が説明、及び SNS（さくら連絡網・Teams）、ＨＰでの周知を行って

いる。学生や保護者から説明・相談を求められた場合は、随時、事務担当者が説明を行

っている。 

 

観点３－２－⑤  

就職や進学等の進路指導を含め、キャリ

ア教育の体制が整備され、機能している

か 

(1) 就職や進学等の進路指導

を含め、キャリア教育の体制を

整備しているか。 

体制の整備状況がわか

る資料 

進学・ 就職指導

室会議 

学生支援課 副校長 変更があ

った時又

は 7 年毎 

 令和３年度自己点検評価で実施 

学生の進路指導、進路指導に関する情報の収集及び資料の整備、進路指導に関する講

演会及び説明会等の企画及び実施等、進路指導に関する業務を行うため、進学・就職

指導室を設置し、就職や進学等の進路指導を含めたキャリア教育の体制を整備してい

る。 

 

 

(2) (1)の体制の下、就職や進

学等の進路指導を含めたキャ

リア教育に関して、学校として

どのような取組を行っている

か。 

 ☐ キャリア教育に関する研

修会・講演会の実施 

 ☐ 進路指導用マニュアル

の作成 

 ☐ 進路指導ガイダンスの実

施 

 ☐ 進路指導室 

 ☐ 進路先（企業）訪問 

 ☐ 進学・就職に関する説明

会 

取組状況がわかる資料 毎年 〇 就職については、年１回、多くの企業担当者を本校に招き、企業研究会を実施することに

より、本科４年生、専攻科１年生に対して将来の合同企業面接会および就職活動に向け

た準備としてのキャリア教育を行っているほか、就職希望者を対象とした外部講師による

就職セミナー、就職ガイダンスの実施を年数回実施している。また、企業研究会開催前の

事前指導を、本科４年生を中心に実施しており、SPI 対策ならびに対面、オンライン面接

の心構えについて具体例を交えながら指導を行っている。この指導を行うことにより、就職

試験において実際に SPI 受験ならびに面接試験に余裕をもって臨むことができている。 

 

各学科で学科長と担任で進路指導を行うほか、卒業生ならびに就職、進学活動を終えた

本科５年生を講師とした進路に関する講演会を個別に実施しているほか、３、４年時にお

いて進路を決めるきっかけとするために、県外の企業や大学への見学旅行を実施してい

る。 

さらに，学科によっては，放課後の時間を使って就職説明会を実施している。（商船学科

は特殊な学科のため，年２０社程度の個別説明会を実施している。） 

 

進学については、大学編入希望者向けの説明会などを開催している。特に大学編入試

験ではモデルコアカリキュラムに規定されたレベルを超える出題が多々あり、授業時間で

これらの知識を網羅することは困難であるため、進学・就職指導室が中心となり、希望学

生に対して大学編入向けの補習を実施している。 

また、教育活動懇談会や進学・就職指導室会議において、学科長から各科で実施してい

る編入対策などの取り組み・対策について説明を受け、とりまとめ・情報共有・展開を行っ

た。 

 

 ☐ 資格取得による単位修

得の認定 

  変更があ

った時又

は 7 年毎 

知識・技能審査単位認定に関する申合せにより単位認定の制度を設けている。  

 ☐ 資格試験や検定試験の

ための補習授業や学習相談 

 ☐ 外国留学に関する手続

きの支援、単位認定、交流協

定の締結等 

 ☐ その他 

毎年 機械システム工学科では、学生の資格取得を促進するために、機械設計技術者試験を

授業時間外に実施し、合格者が出ている。 

電気制御システム工学科では、学生の資格取得を促進するため次の項目を実施してい

る。 

・電気工事士受験者のための TA を活用した放課後補習 
・シーケンス技能検定教材による実習科目 
国際ビジネス学科では、資格取得について、語学系資格（実用英語検定、TOEIC、中国

語検定試験、ロシア語能力検定、韓国語能力試験）、ビジネス系資格（日商簿記検定、秘
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書検定、ジョブパス等）の取得を推奨し、一部の授業ではそのための指導を行っている。 

商船学科では，海技士資格取得のための指導を日常的に行っている。ＴＯＥＩＣについて

は，英語に触れる機会を増やすために，英語補助教員を雇用し学生向けに対策講座を

実施している。 

(3) (2)の取組が機能している

か。 

 ☐ キャリア教育に関する研

修会・講演会の実施 

 ☐ 進路指導用マニュアル

の作成 

 ☐ 進路指導ガイダンスの実

施 

 ☐ 進路指導室 

 ☐ 進路先（企業）訪問 

 ☐ 進学・就職に関する説明

会 

それぞれの取組の（活

用）実態がわかる資料 

進学・ 就職指導

室会議 

学生支援課 毎年 〇 近年の高い就職率（ほぼ１００パーセント）、大学編入試験の合格実績から概ね機能して

いると考えられる。 

 

 ☐ 資格試験や検定試験の

ための補習授業や学習相談 

◆資格試験・検定試験の受験

者数、合格者数等の実績から

機能しているかを分析する。 

 ☐ 資格取得による単位修

得の認定 

 ☐ 外国留学に関する手続

きの支援、単位認定、交流協

定の締結等 

 ☐ その他 

  

観点３－２－⑥ 

学生の部活動、サークル活動、自治会活

動等の課外活動に対する支援体制が整

備され、適切な責任体制の下に機能して

いるか。 

(1) 学生の課外活動に対する

支援体制を整備しているか。 

課 外 活 動 に 関 す る 規

程，組織図，施設の整

備状況がわかる資料 

学生委員会 学生支援課 副校長 変更があ

った時又

は 7 年毎 

 令和３年度自己点検評価で実施 

学生委員会において、各クラブに顧問を委嘱し、学生の課外活動を支援している。課外

活動指導員や外部コーチの委嘱など各クラブの活動の支援を行っている。 

 

(2) (1)の体制において、責任

の所在が明確になっている

か。 

(1)の体制において、責

任の所在がわかる資料 

毎年 〇 学生の課外活動については、富山高等専門学校学生委員会規則に基づき学生委員会

において対応している。 

 

(3) 学校としての支援活動の

内容からみて、(1)の体制が機

能しているか。 

課外活動に対する支援

活動の内容がわかる資

料 

毎年 〇 学生の課外活動に対する支援体制は機能している。  

観点３－２－⑦ 

学生寮が整備されている場合には、学生

の生活及び勉学の場として有効に機能し

ているか。 

(1) 学生寮を整備しているか。 整備状況がわかる資料 寮務委員会 学生支援課 副校長 変更があ

った時又

は 7 年毎 

 令和３年度自己点検評価で実施 

キャンパスごとに仰岳寮、和海寮の二つの学生寮を整備している。 

男子寮、女子寮の専用棟を整備している。 

 

(2) 生活の場として整備してい

るか。 

生活支援の内容がわか

る資料（談話室，補食室

等の整備状況等） 

変更があ

った時又

は 7 年毎 

 令和３年度自己点検評価で実施 

食堂、談話室、補食室、大浴場、洗濯洗面室等生活に必要な共用部分を整備している。 

学習机、タンス、ベッドが整備された個人および複数人で使用する居室を整備している。 

 

 

(3) 勉学の場として整備してい

るか。 

学習支援の内容がわか

る資料（自習室の整備

状況，自習時間の制定

状況等の整備面での） 

変更があ

った時又

は 7 年毎 

〇 令和３年度自己点検評価で実施 

居室内に学習机を設置し、自習環境を整備している。また学習室等の勉学専用のスペー

スを整備している。 

日課の中に学習時間を設けている。 

また、BYOD に備えて、Wi-Fi 等のインターネット環境を整備している。 

 

(4) (2)(3)について、有効に機

能しているか。 

・入寮状況がわかる資

料 

・勉学の場としての活用

実績がわかる資料 

毎年 〇 入寮希望の学生は増加傾向にあり、継続入寮の希望が多い状況である。（ただし、射水

キャンパスの和海寮については、令和４年度に第３寮を、令和５年度に第１寮の改修を実

施したため一時的に入寮者を抑制していた。） 

定期的に寮生面談を行い、寮の生活面、施設面の要望等について聴取し、適宜、寮務

委員会で情報共有し、必要な場合は、施設整備などを実施している。 

仰岳寮では、成績不振の低学年寮生に対しては、上級生をチューターとして定期試験前

に勉強会を開催し、成績不振学生の質問に対する回答や学習方法の助言等を行い対応

している。 

和海寮では、自習時間が有効に機能するように、1 年生学習会の開催や当直学生らによ

る巡回等を行っている。 

 

(5) 管理・運営体制を整備して

いるか。 

学生寮の管理規程等の

資料 

変更があ

った時又

は 7 年毎 

〇 令和３年度自己点検評価で実施 

必要に応じて学寮規則の見直しを行っている。 

各学生寮に寮務に関する小委員会を整備し、各々の学生寮において生じる事柄につい

て迅速に対応している。 

宿日直を配置し、朝・夜の点呼、検食、寮内の巡回等を行っている。 

事務室を整備し、郵便物等の受け渡し、環境保全等に対応している。 

仰岳寮では寮生会、和海寮では学寮会を整備し、寮務担当者と連絡を取り合って行事等

を進めている。 

 

基準４ 

財務基盤及び管理運

観点４－１－①  

学校の目的に沿った教育研究活動を将

(1) 過去５年間の貸借対照表

等による財務状態は適切な状

・過去５年間の貸借対照

表等の財務諸表 

財政委員会 管理課 副校長 毎年 ○ 適切な状況となっている。  
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営 

 

評価の視点４－１ 

学校の目的を達成す

るために、教育研究

活動を将来にわたっ

て適切かつ安定して

遂行できるだけの財

務基盤を有しており、

活動の財務上の基礎

として、適切な収支に

係る計画等が策定さ

れ、履行されているこ

と。また、学校の財務

に係る監査等が適正

に実施されているこ

と。 

来にわたって適切かつ安定して遂行でき

るだけの財務基盤を有しているか。 

況となっているか。 ・長期未払金、長期借

入金がある場合は、そ

の内容を確認できる資

料 

・臨時利益又は臨時損

失が計上されている場

合は、その内容が確認

できる資料" 

(2) 校地、校舎等の資産を保

有しているか。 

内容を確認できる資料 変更があ

った時又

は 7 年毎 

 令和３年度自己点検評価で実施 

保有している（観点 3-1-1 のとおり） 

 

(3) 過去５年間において運営

費交付金、授業料、入学料、

検定料等の経常的な収入を確

保しているか。 

◆確保できない年があった場

合は、実状を踏まえて、運営

上問題とならないか等につい

て分析する。 

過去５年間の運営費交

付金、授業料、入学料、

検定料等の収入状況 

毎年 ○ 確保している。  

(4) 過去５年間の収支状況に

おいて支出超過となっていな

いか。 

◆支出超過となった年があっ

た場合は、実状を踏まえて、運

営上問題とならないものか等

について分析する。 

過去５年間の資金収支

計算書及び消費収支計

算書 

毎年 ○ 支出超過となっていない。  

観点４－１－②  

学校の目的を達成するための活動の財

務上の基礎として、適切な収支に係る計

画等が策定され、関係者に明示されてい

るか。 

(1) 収支に係る方針、計画等

を策定しているか。 

・収支に係る方針や計

画策定に関する予算関

連規程等 

・予算配分や収支に係

る方針、計画等がわか

る資料 

財政委員会 管理課 副校長 毎年 ○ 当初予算の作成のために校内予算編成方針を策定している。  

(2) (1)を関係者（教職員等）へ

明示しているか。 

予算の関係者（教職員

等）への明示状況を把

握できる資料 

毎年 ○ 毎年度、運営審議会において校内予算編成方針とそれに基づく当初予算の審議を行

い、そのことを教員会議にて周知を行っている。令和 5 年度は 6 月 14 日に運営審議会、

6 月 21 日に教員会議を開催し、審議及び教職員への周知が行われた。 

 

観点４－１－③ 

学校の目的を達成するため、教育研究

活動（必要な施設・設備の整備を含む）

に対しての資源配分を、学校として適切

に行う体制を整備し、行っているか。 

(1) 学校の目的を達成するた

めに、教育研究活動に対して

適切な資源配分を決定する

際、明確なプロセスに基づい

て行っているか。 

◆予算配分の方針が定めら

れ、その方針に則り実際の予

算配分が行われているか、プ

ロセス（手続きの流れ）の適切

性も含めて分析する。 

◆予算の配分状況と、その実

績（執行状況）を対比させて分

析する。 

◆校長裁量経費等の重点配

分経費の配分基準等の策定

状況（手続き、経路、決定機関

等。）についても併せて分析す

る。 

・予算配分実績(教育経

費、研究経費、施設設

備費の配分実績） 

・校長裁量経費等の重

点配分経費を設定して

いる場合は、その資源

配分が把握できる資料 

・予算関連規程等 

・予算配分に係る審議

状況がわかる資料（議

事録等） 

・施設・設備の整備計画

の全体像がわかる資料

（学内全体のマスタープ

ラン等。） 

財政委員会 

施設・ 設備整備

委員会 

管理課 副校長 毎年 ○ 規則に基づき、財政委員会にて予算配分方針及び予算配分原案の策定を行い、運営審

議会にてその承認を受けている。 

 

(2) 資源配分が、４－１－②の

収支に係る方針、計画と整合

性を有しているか。 

◆資源配分と収支に係る方

針、計画との整合性、執行状

況との対応について分析す

る。その際、資源配分の決定

プロセスの整合性についても

言及する。 

毎年 〇 整合性を有している。 

施設・設備の整備計画としてインフラ長寿命化に係る個別施設計画を策定済みであり、そ

れに基づいて概算要求事業に反映している。 

 

(3) 資源配分の内容につい

て、関係者（教職員等）に明示

しているか。 

予算の関係者（教職員

等）への明示状況を把

握できる資料 

毎年 ○ 毎年度、運営審議会において校内予算編成方針とそれに基づく当初予算の審議を行

い、そのことを教員会議にて周知を行っている。令和 5 年度は 6 月 14 日に運営審議会、

6 月 21 日に教員会議を開催し、審議及び教職員への周知が行われた。 

 

観点４－１－④ 

学校を設置する法人の財務諸表等が適

切な形で公表されているか。また、財務

(1) 設置者は、法令等に基づ

き、財務諸表等を作成・公表し

ているか。 

作成・公表状況がわか

る資料 

財政委員会 管理課 副校長 毎年 ○ 国立高等専門学校機構ホームページにて公表している。  



 

令和５年度 自己点検評価書 
※ 自己評価欄に次の記号を入れて下さい。 ○＝満たしている △＝改善を要する ×＝不十分 

※ 観点及び自己点検評価内容ごとに記入願います。記入欄は適宜増やしてください。 

15 
 

に係る監査等が適正に行われているか。 (2) 財務に係る監査等を実施

しているか。 

・学内会計監査規程（科

学研究費助成事業等の

外部資金に関する監査

規程も含む。） 

・外部監査、学内監査

の監査報告書、国立高

等専門学校の場合は、

国立高等専門学校間の

相互監査報告書 

毎年 ○ 実施している。  

評価の視点４－２ 

学校の目的を達成す

るために必要な管理

運営体制及び事務組

織が整備され、機能し

ていること。また、外

部の資源を積極的に

活用していること。 

観点４－２－① 

管理運営の諸規程が整備され、各種委

員会及び事務組織が適切に役割を分担

し、効果的に活動しているか。 

(1) 管理運営体制に関する規

程等を整備しているか。 

管理運営に関する諸規

程、整備状況がわかる

資料 

運営審議会 総務課 副校長 変更があ

った時又

は 7 年毎 

 令和３年度自己点検評価で実施 

運営審議会で規則の整備が行われる場合は審議・報告を行っている。 

 

(2) 委員会等の体制を整備し

ているか。 

諸規程、整備状況がわ

かる資料（組織図等） 

変更があ

った時又

は 7 年毎 

 令和３年度自己点検評価で実施 

必要に応じて委員会等が自己の規則等の整備を行い、運営審議会で審議・報告を行っ

ている。 

 

(3) 校長、主事等の役割分担

が明確になっているか。 

役割分担がわかる資料 変更があ

った時又

は 7 年毎 

 令和３年度自己点検評価で実施 

運営審議会で校長、副校長、主事等の指名を行った際に必要に応じて役割分担を行っ

ている。 

 

(4) 事務組織の体制を規程等

に基づき整備しているか。 

規程等、整備状況がわ

かる資料 

変更があ

った時又

は 7 年毎 

 令和３年度自己点検評価で実施 

事務組織の体制を整備する必要がある場合は、規則等の整備を行い、運営審議会で審

議・報告を行っている。 

 

(5) 教員と事務職員等とが適

切な役割分担の下、必要な連

携体制を確保しているか。 

◆「役割分担が適切である」と

は、各種委員会及び事務組織

等がそれぞれの役割分担にお

いて責任を有しつつ協力して

円滑な管理運営の実現に資

する状況にあることを想定。 

規定等、教員と事務職

員が構成員として構成

されている会議体がわ

かる資料 

変更があ

った時又

は 7 年毎 

 令和３年度自己点検評価で実施 

教職協働に沿った形で学校運営にあたっている。 

 

(6) (1)～(5)の体制の下、効果

的な活動を行っているか。 

活動状況がわかる資料

（会議の開催回数、議

事要旨 1年分等） 

毎年 〇 教職協働に沿った形で教員と事務職員が最も効率的な活動を心掛けている。  

観点４－２－② 

危機管理を含む安全管理体制が整備さ

れているか。 

(1) 学校として、責任の所在を

明確にした危機管理を含む安

全管理体制を整備している

か。 

規程等、整備状況がわ

かる資料 

危機管理委員会 

防火管理委員会 

 

総務課 

管理課 

副校長 変更があ

った時又

は 7 年毎 

 令和３年度自己点検評価で実施 

危機が発生し又は発生するおそれがある場合において、特に必要があると判断した場合

は、速やかに危機対策本部を設置するよう、本校危機管理規則にて定めものとしている。 

 

(2) 危機管理マニュアル等を

整備しているか。 

危機管理マニュアル等

の資料 

変更があ

った時又

は 7 年毎 

 令和３年度自己点検評価で実施 

デスクネッツに本校危機管理マニュアル等の一覧を整備している。危機管理マニュアル

等について必要に応じて検討・見直しを実施している。 

危機管理マニュアル等の

整備が遅れている。校長

の指摘のようにまずは整備

することから検討等が必

要。 

(3) (1)(2)に基づき、定期的に

訓練を行うなど、危機に備えた

活動を行っているか。 

訓練や講習会等の実施

状況がわかる資料 

毎年 〇 防火管理委員会において防災計画を策定し、防災訓練を実施し、防災に関する啓発を

図っている。 

訓練内容については、事前に消防に提出・確認を行っている。 

 

また、令和 6 年能登半島地震では、Teams を活用して迅速に危機対策本部を設置し、さ

くら連絡網や Teams を活用した学生や教職員の安否確認等を実施した。 

 

情報セキュリティ対策のため、全教職員対象に e-learning や標的型メール対応訓練を実

施した。情報セキュリティインシデントが発生した際に、訓練を受けて情報セキュリティイン

シデント対策チームを速やかに立ち上げた。 

 

観点４－２－③ 

外部資金を積極的に受入れる取組を行

っているか。 

(1) 外部の財務資源（科学研

究費助成事業による外部資

金、受託研究、共同研究、受

託試験、奨学寄附金、同窓会

等からの寄付金等）を積極的

に受入れる取組を行っている

か。 

◆過去５年間の外部資金につ

いて、明確な獲得方策（獲得

のための取組。）を有するか、

十分な獲得実績があるか等に

ついて、分析する。 

過去５年間の科学研究

費助成事業による外部

資金、受託研究、共同

研究、受託試験、奨学

寄附金、同窓会等から

の寄付金等、外部の財

務資源の受入れへの取

組及び受入実績に関す

る資料 

ソリューションセン

ター会議 

研究高度化推進

センター会議 

総務課 副校長 毎年 〇 学校要覧において示しているように、技術振興会等からの寄附金、企業との共同研究・受

託研究等の外部資金を積極的に受け入れている。 

科研費については、令和５年７月２７日に科研費公募説明会及び科研費獲得のための講

習を実施し、41 名が参加した。 

 

(2) 公的研究費を適正に管理

するシステムが整備されている

か。 

管理体制がわかる資料

（規程等） 

変更があ

った時又

は 7 年毎 

 令和３年度自己点検評価で実施 

令和５年６月２９日に科研費の執行にかかる説明会を実施し、６４名が参加した。 
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観点４－２－④ 

外部の教育資源を積極的に活用してい

るか。 

(1) 外部の教育・研究資源を

活用しているか。 

◆高等専門学校の教育研究

の基盤としての、地域や同窓

会等を中心とする外部教育資

源、又は退職技術者を含む企

業人等の教育研究的資源の

活用について分析する。 

◆「社会とともに次世代の技術

者を育成する」協働教育の理

念を実践する活動例について

分析する。 

活用状況がわかる資料 

（例） 

・ 高等教育機関の間で

締結している学生・教員

交流等、外部の機関の

持つ教育力の活用例の

資料（協定等を含む。） 

・  地域や同窓会等の

有識者や経験者による

授業、実習等の指導支

援に関する資料 

・ 地域にある教育設備

（図書館、博物館等。）、

体育施設の利用及び支

援がわかる資料 

・ 地域の催事等を含む

地域社会との交流体験

実施例の資料 

 

（例） 

・  地域や同窓会等の

有識者や経験者による

課外活動等の指導支援

に関する資料 

・ 地域にある教育設備

（図書館、博物館等。）、

体育施設の利用及び支

援がわかる資料 

・ 地域の催事等を含む

地域社会との交流体験

実施例の資料 

 

（例） 

・  産学連携関係の共

同研究や共同教育の実

施例の資料 

ソリューションセン

ター会議 

研究高度化推進

センター会議 

国際教育センタ

ー会議 

教務委員会、 

専攻科委員会 

総務課 

教務課 

副校長 毎年 〇 Ti-TEAM や地域産業学といった授業において、技術振興会企業等の外部の教育・研究

資源を活用している。 

大学コンソーシアム富山に参画し、コンソーシアム事業の学生のフィールドワーク研究助

成を受けている。 

富山高専に関係のある企業人等をシニアフェローとして委嘱し、教育研究に対して助言

いただいている。 

外部資金の受け入れ：現在の外部資金の獲得状況を確認し、今後獲得件数や金額を増

加させるための方法などについて検討している。 

ジュニアドクター育成塾：富山高専の持つ高い研究力及び低年齢層教育力を生かし、課

題解決型の取り組みを通じて、小学生、中学生の好奇心を刺激し、科学技術分野におけ

る研究・開発者の卵を育成する。第一段階では、海洋科学実習での沿岸地域社会の課

題発見、サイエンス・ベースの解決を模索することを通じて、興味のある事象について調

査し、データ・情報を適正に処理する能力を醸成する。また、ロボットプログラミング実習を

通じ、論理的思考力を高める。さらに、本校各学科・研究室の研究を紹介する企画を定

期的に行い、興味を喚起する。第二段階では、受講生を富山高専の専門研究室に配属

し、海洋環境、IT、ロボット、先端マテリアル、先端化学、量子科学などの先端的研究に従

事させる。突出した能力を持つ受講生には、積極的に先端研究に挑戦させ学会等で研

究発表させる。 

ジュニアドクター育成塾に参加することで、富山高専のプレゼンス向上につながってい

る。 

富山高等専門学校シニアフェロー：富山高等専門学校の教育・研究・社会貢献活動を活

性化するためにシニアフェローを設置している。専攻科生の研究発表会、研究推進フォ

ーラム、とやま KOSEN コラボフォーラム等に参加して頂き助言や講演を行っている。シニ

アフェローの活用状況については運営審議会及び教員会議にて報告している。また、海

外インターンシップの補助や短期留学生対応も行っている。 

本校と協定校の研究者及び学生の交流を促進させ、連携を通じてお互いの研究・教育を

発展させるために協定を締結している。 

協定校での学生のインターンシップや教員の研究・研修、協定校から本校への短期留学

などのために活用している。 

 

観点４－２－⑤ 

管理運営のための組織及び事務組織が

十分に任務を果たすことができるよう、研

修等、管理運営に関わる職員の資質の

向上を図るための取組（スタッフ・ディベ

ロップメント）が組織的に行われている

か。 

(1) ＳＤ等を実施しているか。 

 

◆ＳＤとは、事務職員等のほ

か、教授等の教員や校長等の

執行部に対し、教育研究活動

等の効果的な運営を図るた

め、必要な知識及び技能を習

得させ、その能力及び資質を

向上させるための研修（管理

運営等の研修）のことをいう。 

・規程等の資料 

・実施状況（参加状況

等）がわかる資料" 

 

 

人事委員会 総務課 事務部長 毎年 〇 国立大学法人等及び機構本部による階層別研修、専門研修、勉強会等に積極的に参

加し、スキルアップを行っている。併せて、法人文書管理及び個人情報保護等、特定の

分野における知識の向上を図るための研修を行っている。また、令和５年度は、本校独自

のＳＤ研修を実施した。 

・富山高等専門学校 SD 研修実施要項 

・令和５年度第１回 SD 研修アンケート集計結果 

 

評価の視点４－３ 

学校の教育研究活動

等の状況やその活動

の成果に関する情報

を広く社会に提供して

いること。 

観点４－３－① 

学校における教育研究活動等の状況に

ついての情報（学校教育法施行規則第

172 条の２に規定される事項を含む。）が

公表されているか。 

(1) 教育情報を法令に従い適

切に公表しているか。 

 ☐ 高等専門学校の教育上

の目的及び学校教育法施行

規則第 165 条の２第１項の規

定により定める方針 

 ☐ 教育研究上の基本組織 

 ☐ 教員組織、教員の数並

びに各教員が有する学位及び

業績  

 ☐ 入学者の数、収容定員

及び在学する学生の数、卒業

又は修了した者の数並びに進

学者数及び就職者数その他

進学及び就職等の状況 

 ☐ 授業科目、授業の方法

及び内容並びに年間の授業

の計画 

 ☐ 学修の成果に係る評価

及び卒業又は修了の認定に

当たっての基準 

 ☐ 校地、校舎等の施設及

・刊行物の該当箇所が

わかる資料 

・ウェブサイト掲載項目

チェック表 

入試広報センタ

ー会議 

総務課 

教務課 

副校長 毎年  本校の HP に学校教育法施行規則第 172 条の 2 に係る情報をまとめたインデックス

ページを作成し、情報を公開している。年に１度、HP 掲載情報の定期的なチェック及び

更新を各担当へ依頼している。また、未公表の情報がないか点検を行い、不足している

情報の追加掲載を各担当へ依頼している。 

教育研究活動等の状況を記した学校要覧を毎年更新し、発刊している。 

 

web シラバスの公開について、アセスメントプランの点検項目に盛り込んだ（A-12、学科-

10 参照 
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び設備その他の学生の教育

研究環境 

 ☐ 授業料、入学料その他

の高等専門学校が徴収する費

用  

 ☐ 高等専門学校が行う学

生の修学、進路選択及び心身

の健康等に係る支援 

基準５ 

準学士課程の教育課

程・教育方法 

 

評価の視点５－１ 

準学士課程の教育課

程の編成及び実施に

関する方針（カリキュ

ラム・ポリシー）に基づ

き、教育課程が体系

的に編成されており、

その内容、水準等が

適切であること。 

観点５－１－① 

教育課程の編成及び実施に関する方針

（カリキュラム・ポリシー）に基づき、授業

科目が学年ごとに適切に配置され、教育

課程が体系的に編成されているか。 

 

(1) 教育課程の編成及び実施

に関する方針（カリキュラム・ポ

リシー）を踏まえて、適切な授

業科目を体系的に配置してい

るか。 

カリキュラム一覧表、授

業科目系統図等の授業

科目配置状況がわかる

資料 

教務委員会 

 

教務課 教学 IR 室長 改正時 

又は 

7 年毎 

 各学科にてカリキュラムマップを作成し、教務委員会で報告している。 

⇒アセスメントプランで点検している。（A-11、学科-10 参照） 

DP に関するカリキュラムマップを R６年度に変更予定 

 

(2) 一般教育の充実に配慮し

ているか。 

配慮していることがわか

る資料 

改正時 

又は 

7 年毎 

 各学科にてカリキュラムマップを作成し、教務委員会で報告している。⇒アセスメントプラ

ンで点検している。（A-11、学科-10 参照） 

DP に関するカリキュラムマップを R６年度に変更予定 

「一般教育の充実に配慮

しているか。」に対する取り

組みを明らかにする必要

あり。 

(3) 進級に関する規定を整備

しているか。 

進級に関する規定の整

備状況がわかる資料 

副校長 改正時 

又は 

7 年毎 

 令和３年度自己点検評価で実施 

富山高等専門学校学業に関する規則にて規定している。 

 

(4) １年間の授業を行う期間を

定期試験等の期間を含め、35

週確保しているか。 

35 週が確保されている

状況が確認できる資料

（学年暦等） 

毎年  授業日程のとおり、確保している。  

(5) 特別活動を90単位時間以

上実施しているか。 

特別活動の実施状況が

わかる資料（学年暦等） 

毎年  時間割表、特別活動行事のとおり、実施している。  

観点５－１－② 

教育課程の編成及び授業科目の内容に

ついて、学生の多様なニーズ、学術の発

展の動向、社会からの要請等が配慮され

ているか。 

(1) 学生の多様なニーズ、学

術の発展の動向、社会からの

要請等を踏まえ、教育課程に

おける具体的な配慮としてど

のようなことを行っているか。 

 

 □ 他学科の授業科目の履

修を認定 

 □ インターンシップによる単

位認定 

 □ 正規の教育課程に関わ

る補充教育の実施 

 □ 専攻科課程教育との連

携 

 □ 外国語の基礎能力（聞

く、話す、読む、書く）の育成 

 □ 資格取得に関する教育 

 □ 他の高等教育機関との

単位互換制度 

 □ 個別の授業科目内での

工夫 

 □ 最先端の技術に関する

教育 

 □ その他 

 

◆例えば、国際的に活躍でき

る技術者の養成が目的に含ま

れる場合には、外国語の伝達

と読解の基礎能力育成につい

て分析するなど、目的や卒業

の認定に関する方針（ディプロ

マ・ポリシー）に照らして授業

科目の内容の工夫を行ってい

るか分析する。 

 

◆ここでは教育課程の編成に

ついて分析する。正規の教育

課程とは別に実施しているも

の（例えば、補習や補講等。）

は対象ではないことに留意。 

各配慮項目に関して、

実施状況がわかる資料 

 教務課 教学 IR 室長 毎年  【他学科の授業科目の履修を認定】 

富山高等専門学校他学科の授業科目の履修及び単位の修得に関する細則を規定して

いる。 

 

【インターンシップによる単位認定】 

全学科でインターンシップによる単位が認められる. 

⇒アセスメントプランで点検している（A-16 参照） 

 

【専攻科課程教育との連携】 

JABEE 認定を受けている. 

⇒アセスメントプランで点検している（A-17 参照） 

 

【他の高等教育機関との単位互換制度】 

大学コンソーシアム富山による共同授業科目が開設されている. 

 

【最先端の技術に関する教育】 

数理・データサイエンス AI 教育プログラム（応用基礎レベル）の認定を受けている. 

 

 

 

(2) 他の高等教育機関との単

位互換制度を設けている場

合、法令に従い適切に取り扱

単位互換制度の内容が

わかる資料 

変更があ

った時又

は 7 年毎 

 令和３年度自己点検評価で実施 

大学コンソーシアム富山で実施する単位互換科目の単位認定は，「大学コンソーシアム

富山で実施する単位互換科目の取扱いに関する申し合わせ」の規定に基づき実施して
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っているか。 いる。 

観点５－１－③ 

創造力・実践力を育む教育方法の工夫

が図られているか。 

(1) 創造力を育む教育方法の

工夫を行っているか。 

◆創造力を育む教育方法の

工夫について、学校としてどう

捉え、どう展開しているかを踏

まえて分析する。 

・創造力を育む教育方

法の工夫がわかる資料

（ＰＢＬ型の授業や創造

型の演習等においての

具体的な教育方法の工

夫がわかる資料） 

・実施状況がわかる資

料 

・工夫を行った結果、学

生が創造力を発揮し、

あげた成果や効果がわ

かる資料 

 

（注）ＰＢＬとは、プロジェ

クト課題を学生にグルー

プ単位で与え、その課

題を達成するためのア

イデアの創出、計画立

案、実現等を学生自身

に遂行させることにより、

学生の学習意欲、知識

の 活 用 能 力 、 計 画 立

案・遂行能力、ディベー

ト能力、プレゼンテーシ

ョン能力、組織運営能

力等の向上を図るため

の学習・教育の方法の

こ と 。 Problem‐based 

Learning 又は Project‐

based Learning の略。 

 教務課 教学 IR 室長 毎年  創造力を育む教育方法の工夫を行っている。  

その内容について、アセスメントプランで点検している。 

学科-12 参照 

 

 

 

(2) 実践力を育む教育方法の

工夫を行っているか。 

・実践力を育む教育方

法の具体的な工夫がわ

かる資料（インターンシ

ップの活用等の具体的

な教育方法の工夫がわ

かる資料） 

・実施状況がわかる資

料 

・工夫を行った結果、学

生が実践力を発揮し、

あげた成果や効果がわ

かる資料。" 

毎年  実践力を育む教育方法の工夫を行っている。  

その内容について、アセスメントプランで点検している。 

学科-13 参照 

 

 

 

評価の視点５－２ 

準学士課程の教育課

程を展開するにふさ

わしい授業形態、学

習指導法等が整備さ

れていること。 

観点５－２－①  

教育課程の編成及び実施に関する方針

（カリキュラム・ポリシー）に照らして、講

義、演習、実験、実習等の授業形態のバ

ランスが適切であり、それぞれの教育内

容に応じた適切な学習指導上の工夫が

なされているか。 

(1) 教育課程の編成及び実施

に関する方針（カリキュラム・ポ

リシー）に照らして、講義、演

習、実験、実習等の適切な授

業形態が採用されているか。 

◆授業形態のバランスが適切

であることについて分析する。 

授業形態の開講状況

（バランスを含む。）がわ

かる資料 

 教務課 教学 IR 室長 毎年  工学系 4 学科については、「講義」が 60～70%を占めており、概ね 2/3 が講義科目、残り

1/3 程度が演習・実験科目の構成であり、学科間でもバランスが取れた割合である。文系

学科の位置付けである国際ビジネス学科では、実験科目は少数開講（3.5%）としながら、

講義科目 53.0%、演習科目 43.5%とし、概ね半々の構成割合としている。商船学科では、

両コース共に講義科目を同数として、航海コースではゼミ等による演習科目を多めに、機

関コースは実験重視の構成割合としている。 

⇒アセスメントプランにて点検している。（A-14 参照） 

 

(2) 教育内容に応じて行って

いる、学習指導上の工夫に

は、どのような工夫があるか。 

 □ 教材の工夫 

 □ 少人数教育 

 □ 対話・討論型授業 

 □ フィールド型授業 

 □ 情報機器の活用 

 □ 基礎学力不足の学生に

対する配慮 

 □ 一般科目と専門科目との

連携 

 □ その他 

各項目の実施状況がわ

かる資料 

毎年  【対話・討論型授業、情報機器の活用】 

AL 実施率（「■対話・討論型授業」）を全体の 5 割近くの科目で対応させ、ICT 活用率・

遠隔授業対応率（「■情報機器の活用」）はそれぞれ５割、７割近くの割合を占めている。

これらツールの活用は、特にコロナ禍において、学びの継続に貢献している。（学科別授

業属性の資料） 

⇒アセスメントプランで点検している（A-13、学科-14 参照） 

 

【基礎学力不足】 

低学年での基礎学力不足は高専 5 年間の学び全体に影響することから、富山高専では

スタディサプリによる自学自習ができる環境を整えている。さらに、資料中タイムラインで

示しているように、学生がどれだけのレベルをクリアしているか、管理者が学習履歴を把

握できる。普段の授業や長期休み期間の宿題としてスタディサプリを活用し、相対的に低

いレベルのクリアに留まっている学生を顕在化させて指導に役立てている。 

 

【一般科目と専門科目との連携】 

いずれの学科においても、低学年のうちは一般科目を多く開講し、学年進行に伴い、開
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講する専門科目を多くする『くさび型教育』を行っている。一般科目での学びのうちに基

礎教養を涵養し、それらの学びを専門科目に活かす構造である。 

 

【フィールド型授業】 

全学科において低学年での合宿研修や県内工場見学を実施することで、学外での学び

の機会を確保している。 

 

観点５－２－② 

教育課程の編成及び実施に関する方針

（カリキュラム・ポリシー）の趣旨に沿って、

適切なシラバスが作成され、活用されて

いるか。 

(1) 教育課程の編成及び実施

に関する方針（カリキュラム・ポ

リシー）を踏まえて適切に設定

された項目に基づきシラバスを

作成しているか。 

シラバスの作成要領や

具体例等の左記内容が

わかる資料 

 教務課 教学 IR 室長 毎年  シラバスの留意点について、メール、教員会議にて全教員に周知した 

→アセスメントプランで点検している。 

  A-12、学科-10、科目-1 参照 

 

(2) 教員及び学生のシラバス

の活用状況を把握し、その把

握した状況を基に改善を行っ

ているか。 

・活用状況がわかる資

料 

・把握した状況を基に改

善を行った事例につい

て、改善内容がわかる

資料 

毎年  学生に対し授業アンケート、教員の自己評価を実施している。 

⇒アセスメントプランでも点検している。 

A-18（授業アンケート）参照 

A-21（教員の自己評価）参照 

⇒アセスメントプラン（科目レベル）でも点検評価している。 

 

(3) 設置基準第 17 条第 3 項

の30単位時間授業では１単位

当たり 30 時間を確保している

か。 

状況が確認できる資料

（学年暦、時間割等。） 

毎年  条件を満たした時間割が構成されている。  

(4) (3)の 30 単位時間授業で

は、１単位時間を50分としてい

るか。 

標準 50 分に相当する教

育内容を確保しているこ

とがわかる資料（１単位

時間を50 分以外で運用

している場合） 

変更があ

った時又

は 7 年毎 

 令和３年度自己点検評価で実施 

本校では１単位時間を 45 分としているので、時間が不足する。条件を満たした時間割構

成に対する対策として、履修単位においても、課題の提出や予習・復習の必要性をシラ

バスに記載するようにし、周知や組織的な点検を行っている。 

 

 

(5) １単位の履修時間が授業

時間以外の学修と合わせて 45

時間である授業科目を配置し

ている場合には、授業科目ご

とのシラバス、あるいはシラバ

ス集、履修要項等に、１単位の

履修時間は授業時間以外の

学修等を合わせて 45 時間で

あることを明示しているか。 

シラバス集、履修要項

等の明示状況がわかる

資料 

毎年  シラバス上で明示している。 

 

⇒アセスメントプランで点検している 

 科目-1 参照 

 

 

(6) (5)の履修時間の実質化の

ための対策としてどのような方

策を講じているか。 

 □ 授業外学習の必要性の

周知 

 □ 事前学習の徹底 

 □ 事後展開学習の徹底 

 □ 授業外学習の時間の把

握 

 □ その他 

各方策の具体的な内容

がわかる資料 

毎年  学修単位科目については、 課題等をデスクネッツ上に保存している。 

授業外学習の必要性の周知，事前学習の徹底，事後展開学習の徹底を図っている。 

組織的な点検については、アセスメントプラン（科目レベル）で点検している。 

 科目-7 参照 

 

 

評価の視点５－３ 

準学士課程の教育課

程の編成及び実施に

関する方針（カリキュ

ラム･ポリシー）並びに

卒業の認定に関する

方針（ディプロマ・ポリ

シー）に基づき、成績

評価・単位認定及び

卒業認定が適切に行

われており、有効なも

のとなっていること。 

観点５－３－① 

成績評価・単位認定基準が、教育課程

の編成及び実施に関する方針（カリキュ

ラム・ポリシー）に従って、組織として策定

され、学生に周知されているか。また、成

績評価・単位認定が適切に実施されてい

るか。 

(1) 成績評価や単位認定に関

する基準を、教育課程の編成

及び実施に関する方針（カリキ

ュラム･ポリシー）に基づき、策

定しているか。 

◇成績評価や単位認定

に関する規程等の該当

箇所 

 教務課 教学 IR 室長 改正時 

又は 

7 年毎 

 令和３年度自己点検評価で実施 

富山高等専門学校学業に関する規則第６条及び第７条に規定している。 

 

(2) 成績評価や単位認定に関

する基準に基づき、各授業科

目の単位認定等を行っている

か。 

◇成績評価の組織内で

のチェック等、成績評

価が適切に実施されて

いることがわかる資料 

毎年  教務委員会において学年末成績を基に進級判定を行っている。 

 

 

(3) １単位の履修時間が授業

時間以外の学修と合わせて 45

時間である授業科目を配置し

ている場合、授業時間以外の

学修についての評価がシラバ

ス記載どおりに行われているこ

とを学校として把握している

か。 

◇学校として把握してい

ることがわかる資料 

毎年  課題等はデスクネッツ上に保存している。 

 

⇒アセスメントプラン（科目レベル）で点検している。 

 

 

(4) 成績評価や単位認定に関

する基準を学生に周知してい

るか。 

◇周知を図る取組の内

容（学生の手引きへの

掲載、ウェブサイトでの

明示等。）がわかる資料 

毎年  富山高等専門学校学業に関する規則を掲載している学生便覧を新入生に配布してい

る。また，学生便覧は Microsoft Ｔｅａｍｓに保存し、閲覧可能にしている。 
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(5) (4)について、学生の認知

状況を学校として把握している

か。 

 

◇認知状況がわかる資

料 

毎年  把握している。 

担任が定期的に面談している。 

 

 

(6) 追試、再試の成績評価方

法を定めているか。 

追試、再試の成績評価

の規程等がわかる資料 

改正時 

又は 

7 年毎 

 令和３年度自己点検評価で実施 

富山高等専門学校学業に関する規則第４条、第５条及び第６条第４項に規定している。 

 

(7) 成績評価結果に関する学

生からの意見申立の機会があ

るか。 

成績評価結果に関する

学生からの意見申立の

機会の規程等がわかる

資料 

毎年  教務委員会において「本科における成績評価に対する異議申立てに関する申合せ」を制

定し、実施している。 

 

⇒アセスメントプランで点検している。 

  A-21（意見申し立て）参照 

 

(8) 成績評価等の客観性、厳

格性を担保するため、どのよう

な組織的な措置を行っている

か。 

 □ 成績評価の妥当性の事

後チェック 

 □ 答案の返却 

 □ 模範解答や採点基準の

提示 

 □ ＧＰＡの進級判定への利

用 

 □ 成績分布のガイドライン

の設定 

 □ 複数年次にわたり同じ試

験問題が繰り返されていない

ことのチェック 

 □ 試験問題のレベルが適

切であることのチェック 

 □ その他 

・各措置の実施状況が

わかる資料 

・実施状況や成績分布

を踏まえて、成績評価

や単位認定における基

準の客観性・厳格性を

担 保 す る た め の 措 置

が、有効に機能している

ことがわかる資料 

毎年  １回目の授業でシラバスを配布して成績評価方法について説明すること、また試験実施

後は答案を返却して確認させている。 

授業の最終回でアンケートを実施することで、学生目線から答案の返却および模範解答

や採点基準の提示の実施状況を確認している。 

組織的には、シラバスに基づいた試験問題になっているか、模範解答や採点基準が

明らかになっているか、複数年次にわたり同じ試験問題が繰り返されていないか、試験問

題のレベルが適切であるか等を教学 IR室が科目レベルのアセスメントで点検してい

る。 

 

観点５－３－② 

卒業認定基準が、卒業の認定に関する

方針（ディプロマ・ポリシー）に従って、組

織として策定され、学生に周知されてい

るか。また、卒業認定が適切に実施され

ているか。 

(1) 学則等に、修業年限を５年

（商船に関する学科は５年６

月。）と定めているか 

学則等の該当箇所がわ

かる資料 

 教務課 教学 IR 室長 7 年毎  令和３年度自己点検評価で実施 

富山高等専門学校学則第 9 条に規定している。 

 

(2) 卒業の認定に関する方針

（ディプロマ・ポリシー）に基づ

き、卒業認定基準を定めてい

るか。 

定めている該当規程や

卒業認定基準 

改正時 

又は 

7 年毎 

 令和３年度自己点検評価で実施 

富山高等専門学校学則第１２条に規定している。 

 

(3) 卒業認定基準に基づき、

卒業認定しているか。 

関係する委員会等の会

議資料 

毎年  教務委員会にて認定している。  

(4) 卒業認定基準を学生に周

知しているか。 

周知を図る取組の内容

（学生の手引きへの掲

載、ウェブサイトでの明

示等。）がわかる資料 

毎年  新入生オリエンテーションにおいて学生便覧を配布し説明している。  

(5) (4)について、学生の認知

状況を学校として把握している

か。 

学生の認知状況を把握

していることがわかる資

料 

毎年  担任が定期的に面談している。  

基準６ 

準学士課程の学生の

受入れ 

 

評価の視点６－１  

入学者の選抜が、入

学者の受入れに関す

る方針（アドミッション・

ポリシー）に沿って適

切 な 方 法 で 実 施 さ

れ 、 機 能 し て い るこ

と。また、実入学者数

が、入学定員と比較し

て適正な数となってい

ること。 

観点６－１－①  

入学者の受入れに関する方針（アドミッシ

ョン・ポリシー）に沿って適切な入学者選

抜方法が採用されており、実際の学生の

受入れが適切に実施されているか。 

(1) 入学者の受入れに関する

方針（ ア ドミッション・ ポ リシ

ー）、特に入学者選抜の基本

方針に沿った入学者選抜方法

（学生募集の方針、選抜区分

（学力選抜、推薦選抜等。）、

面接内容、配点・出題方針

等。）となっているか。 

入学者選抜要項、面接

要領、合否判定基準、

入学試験実施状況等が

わかる資料 

 教務課 教学 IR 室長 毎年  入学者選抜の基本方針に沿った入学者選抜方法となっている。  

観点６－１－②  

入学者の受入れに関する方針（アドミッシ

ョン・ポリシー）に沿った学生を実際に受

入れているかどうかを検証するための取

組が行われており、その結果を入学者選

抜の改善に役立てているか。 

(1) 検証及び検証結果を改善

に役立てる体制を整備してい

るか。 

・検証の体制に関する

資料 

・改善に役立てる体制

に関する資料 

 教務課 教学 IR 室長 変更があ

った時又

は 7 年毎 

 令和３年度自己点検評価で実施 

教学 IR 室にて、アドミッション・ポリシーの点検を行っている。 

自己点検評価委員会にて、入試方法やアドミッション・ポリシーの改善が必要かどうかを

判断し、入学試験委員会に改善依頼を行う。 

 

 

(2) (1)の体制の下、 実際に入

学した学生が、入学者の受入

れに関する方針（アドミッショ

ン・ポリシー）に沿っているかど

うかの検証を行っているか。 

検証を行っていることが

わかる資料 

毎年  アセスメントプランで点検している。 

 A-25 参照 

新入生に対して隔年くらい

でアンケート調査が必要。 

(3) (2)の検証の結果を入学者

選抜の改善に役立てている

か。 

検証の結果に基づいた

具体的な改善の実施状

況がわかる資料 

毎年  検証結果を受け、令和 2 年度にアドミッション・ポリシーの見直しを行った。 

入学試験委員会で議論を行った結果、入学者選抜の変更の必要性が認められないた

め、変更は行っていないが、アドミッション・ポリシーに沿った学生に入学してもらえるよう
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改善を行うこととしている。 

⇒アセスメントプランでも点検している。 

A-27 参照 

観点６－１－③  

実入学者数が、入学定員を大幅に超

過、又は大幅に不足している状況になっ

ていないか。また、その場合には、入学

者選抜方法を改善するための取組が行

われるなど、入学定員と実入学者数との

関係の適正化が図られているか。 

 

(1) 学生定員を学科ごとに１学

級当たり40人を標準として、学

則で定めているか。 

学則の該当箇所  教務課 教学 IR 室長 ７年毎  令和３年度自己点検評価で実施 

富山高等専門学校学則第 8 条で規定している。 

 

(2) 学科ごとの入学定員と実

入学者数との関係を把握し、

改善を図るための体制を整備

しているか。 

体制の整備に係る規程

等がわかる資料 

変更があ

った時又

は 7 年毎 

 令和３年度自己点検評価で実施 

入学者選抜方法の改善に関しては、入学試験委員会が担っている。 

 

(3) 過去５年間の学科ごとの入

学定員に対する実入学者数が

適正であるか。 

平均入学定員充足率計

算表 

毎年  入学定員を大幅に超過、または大幅に不足している学科はなく、 

入学定員と実入学者数との関係が適正であることを確認している。 

 

⇒アセスメントプランでも点検している 

  A-26 参照 

 

(4) 過去５年間で、実入学者

数が、入学定員を大幅に超

過、又は大幅に不足している

状況にあった場合は、改善の

取組を行っているか。 

（大幅に超過、又は大幅

に不足している状況に

あった場合） 

・該当する学科につい

て、実入学者数の改善

に資する取組がわかる

資料 

・教育環境等の改善に

より教育等に支障が生

じないように取った対応

がわかる資料 

毎年  過去５年間で大幅に超過、大幅に不足していないので、該当しない。  

基準７  準学士課程

の学習・教育の成果 

 

評価の視点７－１  

卒業の認定に関する

方針（ディプロマ・ポリ

シー）に照らして、学

習・教育の成果が認

められること。 

観点７－１－①  

成績評価・卒業認定の結果から判断し

て、卒業の認定に関する方針（ディプロ

マ・ポリシー）に沿った学習・教育の成果

が認められるか。 

(1) 学生が卒業時に身に付け

る学力、資質・能力について、

成績評価・卒業認定の結果か

ら学習・教育の成果を把握・評

価するための体制を整備して

いるか。 

体制の整備状況がわか

る資料 

 教務課 教学 IR 室長 変更があ

った時又

は 7 年毎 

 令和３年度自己点検評価で実施 

教務委員会で体制を整備し、把握・評価している。 

さらに、教学 IR 室でアセスメントプランを基に、学習・教育成果の把握・評価を行ってい

る。 

 

(2) 学生が卒業時に身に付け

る学力、資質・能力について、

成績評価・卒業認定の結果か

ら学習・教育の成果を把握・評

価しているか。 

成績評価・卒業認定等

に関するデータ・資料 

毎年  成績評価・卒業認定から評価している。 

 

アセスメントプランで点検している 

 A-01～A-05 参照 

 

(3) (2)の結果から学習・教育の

成果が認められるか。 

◆学生の成績（卒業時のＧＰＡ

値等。）や原級留置の状況、

単位修得率（登録授業単位数

に対する修得単位数の率。）

等、成果を総合的に分析す

る。 

把握・評価の実施状況

がわかる資料 

毎年  成績評価・卒業認定から学習・教育の成果が認められる。 

 

アセスメントプランで点検している 

 A-01～A-05 参照 

 

観点７－１－②  

達成状況に関する学生・卒業生・進路先

関係者等からの意見の聴取の結果から

判断して、卒業の認定に関する方針（デ

ィプロマ・ポリシー）に沿った学習・教育の

成果が認められるか。 

(1) 学生が卒業時に身に付け

る学力、資質・能力について、

学生・卒業生・進路先関係者

等からの意見聴取の結果に基

づいて学習・教育の成果を把

握・評価するための体制を整

備しているか。 

体制の整備状況がわか

る資料 

 教務課 教学 IR 室長 変更があ

った時又

は 7 年毎 

 令和３年度自己点検評価で実施 

教務委員会で体制を整備していると共に、 

教学 IR 室でアセスメントプランを基に学習・教育成果の把握・評価を行っている。 

 

(2) 学生が卒業時に身に付け

た学力、資質・能力について、

卒業時の学生に対する意見聴

取の結果から学習・教育の成

果の把握・評価を行っている

か。 

◆１－１－③で分析する種々

の評価結果の一部と同一のも

のであるため、内容の整合性

に留意して分析する。 

意見聴取の結果に関す

るデータ・資料 

毎年  アセスメントプランで点検している。 

  A-06、A-07 参照 

 

(3) 学生が卒業時に身に付け

た学力、資質・能力について、

卒業生（卒業後５年程度経っ

た者）に対する意見聴取の結

果から学習・教育の成果の把

握・評価を行っているか。 

意見聴取の結果に関す

るデータ・資料 

５年毎  令和３年度自己点検評価で実施 

アセスメントプランで点検している。 

 A-06、A-07（卒業後アンケート R3 実施） 参照 

 



 

令和５年度 自己点検評価書 
※ 自己評価欄に次の記号を入れて下さい。 ○＝満たしている △＝改善を要する ×＝不十分 

※ 観点及び自己点検評価内容ごとに記入願います。記入欄は適宜増やしてください。 

22 
 

◆１－１－③で分析する種々

の評価結果の一部と同一のも

のであるため、内容の整合性

に留意して分析する。 

(4) 学生が卒業時に身に付け

た学力、資質・能力について、

進路先関係者等に対する意

見聴取の結果から学習・教育

の成果の把握・評価を行って

いるか。 

◆１－１－③で分析する種々

の評価結果の一部と同一のも

のであるため、内容の整合性

に留意して分析する。 

意見聴取の結果に関す

るデータ・資料 

５年毎  令和３年度自己点検評価で実施 

アセスメントプランで点検している。 

 A-05 参照（進路先からの評価 R3 実施） 

 

(5) (2)～(4)の評価結果から学

習・教育の成果が認められる

か。 

把握・評価の実施状況

がわかる資料 

毎年  アセスメントプランで点検している。 

 A-05、A-06 参照 

 

観点７－１－③  

就職や進学といった卒業後の進路の状

況等の実績から判断して、学習・教育の

成果が認められるか。 

(1) 学校として把握している最

近５年間の就職率及び進学率

から判断して、学習・教育の成

果が認められるか。 

卒業者進路実績表 

 

 教務課 教学 IR 室長 毎年  アセスメントプランで点検している。 

 A-05（進路状況） 参照 

 

(2) 学校として把握している就

職先や進学先は、各学科の養

成しようとする人材像に適した

ものとなっているか。 

◆就職率・進学率や就職先等

から、養成しようとする人材像

にかなった成果が得られてい

るかどうかについて分析する。 

把握・評価の実施状況

がわかる資料 

毎年  アセスメントプランで点検している。 

 A-05（進路状況） 参照 

 

基準８  専攻科課程

の教育活動の状況 

 

評価の視点８－１  

専攻科課程の教育課

程の編成及び実施に

関する方針（カリキュ

ラム・ポリシー）に基づ

き、教育課程が体系

的に編成され、専攻

科課程としてふさわし

い授業形態、学習指

導法等が採用され、

適切な研究指導等が

行われていること。ま

た、専攻科課程の教

育課程の編成及び実

施に関する方針（カリ

キュラム・ポリシー）並

びに修了の認定に関

する方針（ディプロマ・

ポリシー）に基づき、

成績評価・単位認定

及び修了認定が適切

に行われており、有効

なものとなっているこ

と。 

観点８－１－①  

教育課程の編成及び実施に関する方針

（カリキュラム・ポリシー）に基づき、授業

科目が適切に配置され、教育課程が体

系的に編成されているか。 

(1) 教育課程の編成及び実施

に関する方針（カリキュラム・ポ

リシー）を踏まえて、適切な授

業科目を体系的に配置してい

るか。 

カリキュラム一覧表、授

業科目系統図等の授業

科目配置状況がわかる

資料 

 教務課 専攻科長 改正時 

又は 

7 年毎 

 令和３年度自己点検評価で実施 

授業科目は、教育課程の編成及び実施に関する方針（カリキュラム・ポリシー）を踏まえ

て、専攻区分 のエコデザイン工学、制御情報システム工学、国際ビジネス学、海事シス

テム工学の専門科目と特別研究で専門性を高め、他の専攻区分の専門科目は関連科目

として複合的視点を持ち、英語科目と特別研究で国際性と自主性を養う。各専攻は特例

適用専攻科の認定を受けており、その際に科目表の審査も受けているため、本観点を満

たしている。 

 

観点８－１－②  

準学士課程の教育との連携、及び準学

士課程の教育からの発展等を考慮した

教育課程となっているか。 

(1) 専攻科の教育課程は、準

学士課程の教育との連携、及

び準学士課程の教育からの発

展等を考慮しているか。 

連携及び発展等の考慮

状況がわかる資料 

 教務課 専攻科長 改正時 

又は 

7 年毎 

 令和３年度自己点検評価で実施 

特例適用専攻科は、準学士 4 年及び 5 年を含む大学 4 年間相当の教育を対象とするも

のであり、本専攻科においても 準学士 3 年、4 年、5 年の開講科目を含む科目表で認

定を受けている。 

 

観点８－１－③  

教育課程の編成及び実施に関する方針

（カリキュラム・ポリシー）に照らして、講

義、演習、実験、実習等の授業形態のバ

ランスが適切であり、それぞれの教育内

容に応じた適切な学習指導上の工夫が

なされているか。 

(1) 教育課程の編成及び実施

に関する方針（カリキュラム・ポ

リシー）に基づき、講義、演

習、実験、実習等の適切な授

業形態が採用されているか。 

授業形態の開講状況

（バランスを含む。）がわ

かる資料 

 教務課 専攻科長 毎年  各専攻において、講義、演習、実験、実習の形態の授業（国際ビジネス学専攻は、講義、

演習、実習）が開講されている。講義、特別研究以外の授業が、各専攻２０％程度開講さ

れているため授業形態のバランスは適切である。 

 

(2) 教育内容に応じて行って

いる、学習指導上の工夫に

は、どのような工夫があるか。 

 □ 教材の工夫 

 □ 少人数教育 

 □ 対話・討論型授業 

 □ フィールド型授業 

 □ 情報機器の活用 

 □ 基礎学力不足の学生に

対する配慮 

 □ 一般科目と専門科目との

連携 

 □ その他 

各項目の実施状況がわ

かる資料 

毎年  教材の工夫、少人数教育，対話・討論型授業、フィールド型授業、情報機器の活用により

工夫している。 

 

観点８－１－④  

教育課程の編成及び実施に関する方針

（カリキュラム・ポリシー）に基づき、教養

教育や研究指導が適切に行われている

か。 

(1) 学生への教養教育や研究

指導を、適切に行っているか。 

教養教育や研究指導の

実施状況がわかる資料 

 教務課 専攻科長 毎年  特例適用専攻科の学修総まとめ科目の授業に関する実施計画書の総表には、専攻科の

教育目的・特色との関連の記述が求められており、個表においては総表との関係、研究

内容と指導教員の適性の審査が行われている。本校専攻科は特例適用専攻科の認定に

受けているため、本観点を満たしている。 

 

観点８－１－⑤  

成績評価・単位認定基準が、教育課程

の編成及び実施に関する方針（カリキュ

ラム・ポリシー）に従って、組織として策定

(1) 成績評価や単位認定に関

する基準を、教育課程の編成

及び実施に関する方針（カリキ

ュラム・ポリシー）に基づき、策

成績評価や単位認定に

関する規定等の該当箇

所 

 教務課 専攻科長 改正時 

又は 

7 年毎 

 令和３年度自己点検評価で実施 

専攻科の授業科目履修の履修等に関する規則にて定めている。 
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され、学生に周知されているか。また、成

績評価・単位認定が適切に実施されてい

るか。 

定しているか。 

(2) 成績評価や単位認定に関

する基準に基づき、各授業科

目の単位認定等を行っている

か。 

成績評価の組織内での

チェック等、成績評価が

適切に実施されている

ことがわかる資料 

毎年  専攻科の授業科目履修の履修等に関する規則に則り行っている。  

(3) １単位の履修時間が授業

時間以外の学修と合わせて 45

時間である授業科目を配置し

ている場合、授業時間以外の

学修についての評価がシラバ

ス記載どおりに行われているこ

とを学校として把握している

か。 

学校として把握している

ことがわかる資料 

毎年  試験問題、レポート等の成果物を学校として保管し、各担当教員より成績根拠シートを単

位認定の都度提出している。 

 

(4) 成績評価や単位認定に関

する基準を学生に周知してい

るか。 

周知を図る取組の内容

（学生の手引きへの掲

載、ウェブサイトでの明

示等。）がわかる資料 

毎年  各科目のシラバスにルーブリック・評価割合を記載して周知している。  

(5) (4)について、学生の認知

状況を学校として把握している

か。 

認知状況がわかる資料 毎年  各授業担当において、各科目の第一回目にシラバスの説明を行 

い、内容（評価基準など）について学生に確認している。 

 

(6) 追試、再試の成績評価方

法を定めているか。 

追試、再試の成績評価

の規程等がわかる資料 

改正時 

又は 

7 年毎 

 令和３年度自己点検評価で実施 

シラバスに記載している。 

 

(7) 成績評価結果に関する学

生からの意見申立の機会があ

るか。 

成績評価結果に関する

学生からの意見申立の

機会の規定等がわかる

資料 

毎年  答案返却時確認し、異議がある場合は期間を設けて学生からの申し立てを受ける体制と

している。 

 

(8) 成績評価等の客観性、厳

格性を担保するため、どのよう

な組織的な措置を行っている

か。 

 □ 成績評価の妥当性の事

後チェック 

 □ 答案の返却 

 □ 模範解答や採点基準の

提示 

 □ ＧＰＡの進級判定への利

用 

 □ 成績分布のガイドライン

の設定 

 □ 複数年次にわたり同じ試

験問題が繰り返されていない

ことのチェック 

 □ 試験問題のレベルが適

切であることのチェック 

 □ その他 

 

◆実施状況や成績分布を踏ま

えて、成績評価や単位認定に

おける基準の客観性・厳格性

を担保するための措置が、有

効に機能しているかどうかにつ

いて分析する。 

・各措置の実施状況が

わかる資料 

・各措置が有効に機能

していることがわかる資

料 

教学 IR 室長 毎年  専攻科委員会にて成績の確認を行っている。 

 

なお、R5 年度から、専攻科においてアセスメントプランを試行している 

 

 

観点８－１－⑥  

修了認定基準が、修了の認定に関する

方針（ディプロマ・ポリシー）に従って、組

織として策定され、学生に周知されてい

るか。また、修了認定が適切に実施され

ているか。 

(1) 学則等に、修業年限を１年

以上と定めているか。 

学則等の該当箇所がわ

かる資料 

 教務課 教学 IR 室長 7 年毎  令和３年度自己点検評価で実施 

富山高等専門学校学則第 47 条に 2 年と規定している。 

 

(2) 修了の認定に関する方針

（ディプロマ・ポリシー）に基づ

き、修了認定基準を定めてい

るか。 

定めている該当規程や

修了認定基準 

改正時 

又は 

7 年毎 

 令和３年度自己点検評価で実施 

ディプロマ・ポリシーに基づき、富山高等専門学校専攻科授業科目の履修等に関する規

則及び富山高等専門学校専攻科の修了要件に関する細則で定められている。 

 

(3) 修了認定基準に基づき、

修了認定しているか。 

関係する委員会等の会

議資料 

毎年  専攻科委員会にて規則と照らし合わせて認定している。  

(4) 修了認定基準を学生に周

知しているか。 

周知を図る取組の内容

（学生の手引きへの掲

載、ウェブサイトでの明

示等。）がわかる資料 

毎年  入学ガイダンスで配布している履修の手引き等で周知し、履修管理チェックリストで自己

点検させている。 

 

(5) (4)について、学生の認知

状況を学校として把握している

学生の認知状況を把握

していることがわかる資

毎年  学期末ごとに学習・教育達成目標の達成度を確認させ、学生自身が立てた履修計画を

専攻科担当教員がチェックし、履修届を提出する前にアドバイスを与える体制を整えてい
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か。 料 る。 

評価の視点８－２  

専攻科課程としての

入学者の受入れに関

する方針（アドミッショ

ン・ポリシー）に沿って

適切に運用されてお

り、適正な数の入学状

況であること。 

観点８－２－①  

入学者の受入れに関する方針（アドミッシ

ョン・ポリシー）に沿って適切な入学者選

抜方法が採用されており、実際の学生の

受入れが適切に実施されているか。 

(1) 入学者の受入れに関する

方針（ ア ドミッション・ ポ リシ

ー）、特に入学者選抜の基本

方針に沿った入学者選抜方法

（学生募集の方針、選抜区分

（学力選抜、推薦選抜等。）、

面接内容、配点・出題方針等）

となっているか。 

入学者選抜要項、面接

要領、合否判定基準、

入学試験実施状況等が

わかる資料 

 

 教務課 教学 IR 室長 毎年  アドミッション・ポリシーに沿って面接評価を行っている。基礎学力を有した学生を選抜す

るため、設問に関する留意事項を定めている。 

 

観点８－２－②  

入学者の受入れに関する方針（アドミッシ 

ョン・ポリシー）に沿った学生を受入れて

いるかどうかを検証するための取組が行

われており、その結果を入学者選抜の改

善に役立てているか。 

(1) 検証及び検証結果を改善

に役立てる体 

制を整備しているか。 

・検証の体制に関する

資料 

・改善に役立てる体制

に関する資料 

 教務課 教学 IR 室長 変更があ

った時又

は 7 年毎 

 令和３年度自己点検評価で実施 

入学者選抜に係る事項については、専攻科委員会にて定期的に審議し、その結果を入

学試験委員会に報告、必要に応じて改善を検討する体制となっている。 

 

(2) (1)の体制の下、実際に入

学した学生が、入学者の受入

れに関する方針（アドミッショ

ン・ポリシー）に沿っているかど

うかの検証を行っているか。 

検証を行っていることが

わかる資料 

毎年  アドミッション・ポリシーに沿っているについては、学生がカリキュラムをこなせているかを

検証することによって判断している。 

 

(3) (2)の検証の結果を入学者

選抜の改善に役立てている

か。 

◆検証の結果に基づいた具

体的な改善の実施状況を踏ま

えて、検証の結果を改善に役

立てている状況について分析

する 

検証の結果を改善に役

立てていることがわかる

資料 

毎年  カリキュラムが達成できない学生を分析し、その点を入試における面接での評価に活かし

ている。 

 

観点８－２－③  

実入学者数が、入学定員を大幅に超

過、又は大幅に不足している状況になっ

ていないか。また、その場合には、入学

者選抜方法を改善するための取組が行

われるなど、入学定員と実入学者数との

関係の適正化が図られているか。 

(1) 学生定員を専攻ごとに学

則等で定めているか。 

学則等の該当箇所  教務課 教学 IR 室長 変更があ

った時又

は 7 年毎 

 令和３年度自己点検評価で実施 

富山高等専門学校学則第 44 条に規定している。 

 

(2) 専攻ごとの入学定員と実

入学者数との関係を把握し、

改善を図るための体制を整備

しているか。 

◆既存の委員会で対応するこ

ととしている場合には、当該委

員会に関する規定の所掌にお

いて定員と実入学者数との関

係の把握と必要な改善のため

の取組が明示されていることを

分析する。 

体制の整備に係る規程

等がわかる資料 

 

変更があ

った時又

は 7 年毎 

 令和３年度自己点検評価で実施 

入学試験委員会において，入学定員と実入学者数との関係を確認している。 

 

(3) 過去５年間の専攻ごとの入

学定員に対する実入学者数が

適正であるか。 

平均入学定員充足率計

算表（別紙 2-2） 

 

毎年  令和 4 年度第 1 回専攻科委員会、入学試験委員会において、専攻科入学者選抜試験

合否判定に関する申し合わせに定める合格者の上限について適正化を図ることを確認し

た。 

入学試験委員会の合格判定の際に、定員充足率の確認をしている。 

 

 

(4) 過去５年間で、実入学者

数が、入学定員を大幅に超

過、又は大幅に不足している

状況にあった場合は、改善の

取組を行っているか。 

（大幅に超過、又は大幅

に不足している状況に

あった場合） 

・該当する専攻につい

て、実入学者数の改善

に資する取組がわかる

資料 

・教育環境等の改善に

より教育等に支障が生

じないように取った対応

がわかる資料 

毎年  大幅に超過、又は不足している状況になっていない。入学定員を適正化させるよう申し合

わせを改正し、受け入れた学生の教育に支障をきたさないように指導教員の適切な配分

に留意している。引続き適正化が図れるような取り組みを継続する。 

 

評価の視点８－３ 

修了の認定に関する

方針（ディプロマ・ポリ

シー）に照らして、学

習・教育・研究の成果

が認められること。 

観点８－３－①  

成績評価・修了認定の結果から判断し

て、修了の認定に関する方針（ディプロ

マ・ポリシー）に沿った学習・教育・研究の

成果が認められるか。 

(1) 学生が修了時に身に付け

る学力、資質・能力について、

成績評価・修了認定の結果か

ら学習・教育・研究の成果を把

握・評価するための体制を整

備しているか。 

体制の整備状況がわか

る資料 

 教務課 教学 IR 室長 変更があ

った時又

は 7 年毎 

 令和３年度自己点検評価で実施 

専攻科委員会にて修了認定の確認を行い、成績評価・修了認定の結果を把握・評価し

ている。 

さらに、自己点検評価委員会にて、本校の教育研究活動の状況を点検・評価している。 

 

(2) 学生が修了時に身に付け

る学力、資質・能力について、

成績評価・修了認定の結果か

ら学習・教育・研究の成果を把

握・評価しているか。 

成績評価・修了認定等

に関するデータ・資料 

毎年  専攻科委員会にて、成績評価・修了認定の結果により把握・評価を行っている。  
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(3) (2)の結果から学習・教育・

研究の成果が認められるか。 

◆学生の成績（修了時のＧＰＡ

値等。）や修行年限修了率、

単位修得率（登録授業単位数

に対する修得単位数の率。）

等、成果を総合的に分析す

る。 

把握・評価の実施状況

がわかる資料 

毎年  専攻科修了生の学位取得率からも成果が認められる。  

観点８－３－②  

達成状況に関する学生・修了生・進路先

関係者等からの意見の聴取の結果から

判断して、修了の認定に関する方針（デ

ィプロマ・ポリシー）に沿った学習・教育・

研究の成果が認められるか。 

(1) 学生が修了時に身に付け

る学力、資質・能力について、

学生・修了生・進路先関係者

等からの意見聴取の結果に基

づいて、学習・教育・研究の成

果を把握・評価するための体

制を整備しているか。 

体制の整備状況がわか

る資料 

 教務課 教学 IR 室長 変更があ

った時又

は 7 年毎 

 令和３年度自己点検評価で実施 

専攻科委員会にて、本校の教育研究活動等の状況にかかる評価の把握を取りまとめて

いる。 

 

(2) 学生が修了時に身に付け

た学力、資質・能力について、

修了時の学生に対する意見聴

取の結果から学習・教育・研究

の成果の把握・評価を行って

いるか。 

◆１－１－③で分析する種々

の評価結果の一部と同一のも

のであるため、内容の整合性

に留意して分析する。 

意見聴取の結果に関す

るデータ・資料 

毎年  修了生に対してアンケート調査を実施し、学習・教育・研究の成果の把握・評価を行って

いる。 

 

(3) 学生が修了時に身に付け

た学力、資質・能力について、

修了生（修了直後でない者）

に対する意見聴取の結果から

学習・教育・研究の成果の把

握・評価を行っているか。 

◆１－１－③で分析する種々

の評価結果の一部と同一のも

のであるため、内容の整合性

に留意して分析する。 

意見聴取の結果に関す

るデータ・資料 

５年毎  令和３年度自己点検評価で実施 

平成 29 年度及び平成 30 年度の修了生に対してアンケート調査を実施し、学習・教

育・研究の成果の把握・評価を行っている。 

 

(4) 学生が修了時に身に付け

た学力、資質・能力について、

進路先関係者等に対する意

見聴取の結果から学習・教育・

研究の成果の把握・評価を行

っているか。 

◆１－１－③で分析する種々

の評価結果の一部と同一のも

のであるため、内容の整合性

に留意して分析する。 

意見聴取の結果に関す

るデータ・資料 

５年毎  令和３年度自己点検評価で実施 

進路先関係者に対してアンケート調査を実施し、学習・教育・研究の成果の把握・評価を

行っている。 

 

(5) (2)～(4)の評価結果から学

習・教育・研究の成果が認めら

れるか。 

把握・評価の実施状況

がわかる資料 

毎年  修了時の修了生アンケート結果から、在学中のディプロマ・ポリシーに沿った科目の修得

状況等を確認し、進路先関係者等からの評価は総じて高いことから、ディプロマ・ポリシー

に沿った学習・教育・研究の成果が認められると考えられる。 

 

観点８－３－③  

就職や進学といった修了後の進路の状

況等の実績から判断して、学習・教育・研

究の成果が認められるか。 

(1) 学校として把握している最

近５年間の就職率及び進学率

から判断して、学習・教育・研

究の成果が認められるか。 

修了者進路実績表（別

紙 2-4） 

 教務課 教学 IR 室長 毎年  就職率はほぼ 100％、進学率に関しても多くの進学希望の学生が志望校に合格してお

り、学習・教育研究の成果が認められる。 

 

(2) 学校として把握している就

職先や進学先は、各専攻の養

成しようとする人材像に適した

ものとなっているか。 

把握・評価の実施状況

がわかる資料 

毎年  就職率や進学率から判断して、修了生がそれぞれ適切な進路先へ進むことのできる能力

を身につけることができていると判断できる。またそれぞれの就職先や進学先は、各専攻

で定めたディプロマ・ポリシーに沿って養成された各専門分野の高度な知識技能を有す

る技術者・ビジネスパーソンであり、育成する人材像に適したものとなっていると判断でき

る。 

 

観点８－３－④  

修了生の学位取得状況から判断して、学

習・教育・研究の成果が認められるか。 

(1)過去５年間の修了生の学位

取得の状況から、学習等の成

果が認められるか。 

学位取得状況がわかる

資料 

 教務課 教学 IR 室長 毎年  専攻科修了生の学位取得率からも学習等の成果が認められる。  

選択的評価事項Ａ  

研究活動の状況 

 

評価の視点Ａ－１  

高等専門学校の研究

活動の目的等に照ら

して、必要な研究体

観点Ａ－１－①  

研究活動に関する目的、基本方針、目

標等が適切に定められているか。 

(1) 研究活動に関する目的、

基本方針、目標等を適切に定

めているか。 

定めていることがわかる

資料 

研究高度化推進

センター会議 

総務課 副校長 改正時 

又は 

7 年毎 

 令和３年度自己点検評価で実施 

富山高等専門学校における研究活動・地域貢献活動の目的と基本方針・活動方針にお

いて研究活動に関する目的と基本方針を定めている。 

目的は研究高度化推進センター規則において、定めている。 

 

観点Ａ－１－②  

研究活動の目的等に照らして、研究体制

及び支援体制が適切に整備され、機能

(1) 学校が設定した研究活動

の目的等を達成するための実

施体制を整備しているか。 

目的等ごとに、実施体

制が整備されていること

がわかる資料（研究に

研究高度化推進

センター会議 

総務課 副校長 改正時 

又は 

7 年毎 

 令和３年度自己点検評価で実施 

各学科に教員を配置し、研究を行っている。 
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制及び支援体制が整

備され、機能してお

り、研究活動の目的

に沿った成果が得ら

れていること。 

しているか。 携わる教員等の配置状

況、センター等設置状

況等） 

(2) 学校が設定した研究活動

の目的等を達成するための設

備等を含む研究体制を整備し

ているか。 

目的等ごとに、研究体

制が整備されていること

がわかる資料 

改正時 

又は 

7 年毎 

 令和３年度自己点検評価で実施 

長岡技術科学大学と委託研究を締結し、コアファシリティ事業に参加した。 

 

(3) 学校が設定した研究活動

の目的等を達成するための支

援体制を整備しているか。 

目的等ごとに、支援体

制が整備されていること

がわかる資料 

改正時 

又は 

7 年毎 

 令和３年度自己点検評価で実施 

研究高度化推進センターにおいて若手研究者スタートアップ支援や論文助成を行ってい

る。 

 

(4) (1)～(3)の体制の下、研究

活動が十分に行われている

か。 

研究活動の実施状況が

わかる資料（共同研究

等、他研究機関や地域

社会との連携体制及び

その機能状況等） 

毎年 〇 十分に行われている。  

観点Ａ－１－③  

研究活動の目的等に沿った成果が得ら

れているか。 

(1) 学校が設定した研究活動

の目的等に照らして、成果が

得られているか。 

◆研究活動の目的等に照らし

て、どの程度活動の成果があ

げられているか、目的の達成

度について実績等を示すデー

タ等を基に分析する。 

◆目的が複数ある場合は、そ

れぞれの目的ごとに、目的に

照らした研究の成果及び目的

の達成度について分析する。 

目的等ごとに、活動の

成果がわかる資料 

研究高度化推進

センター会議 

総務課 副校長 毎年 〇 運営審議会にて共同研究の実績，科研費の採択実績および全国高専でのランキング

（機構資料）等を共有し，技術振興会会員企業を中心とした地域産業との研究実績が多

く，さらに科研費等の外部資金の獲得実績も全国高専で上位に位置していることを確認

し，教員会議等でも説明をおこなった。 

 

観点Ａ－１－④   

研究活動等の実施状況や問題点を把握

し、改善を図っていくための体制が整備

され、機能しているか。 

(1) 観点Ａ－１－③で把握した

成果を基に問題点等を把握

し、それを改善に結び付ける

ための体制を整備しているか。 

・改善の体制がわかる

資料（組織の役割、人

的規模・バランス、組織

間の連携・意思決定プ

ロセス・責任の明確化等

がわかる資料） 

・学校が設定した研究

活動の目的等の項目に

対応させた具体的な改

善 事 例 が わ か る 資 料

（活動状況、効果、成

果） 

・研究活動等の実施状

況や問題点を把握して

いるものの、現状では改

善を要する状況にない

場合には、問題が生じ

た際に対応できる体制

の整備状況についての

資料 

研究高度化推進

センター会議 

総務課 副校長 毎年 〇 科研費については、令和５年７月２７日に科研費公募説明会及び科研費獲得のための講

習を実施し、41 名が参加した。 

科研費の調書作成支援を導入し、通常査読に２名、伴走型査読に２名が参加した。 

 

 

選択的評価事項Ｂ  

地域貢献活動等の

状況 

 

評価の視点 

Ｂ－１ 高等専門学校

の地域貢献活動等に

関する目的等に照ら

して、地域貢献活動

が適切に行われ、活

動の成果が認められ

ていること。 

観点Ｂ－１－①  

地域貢献活動等に関する目的、基本方

針、目標等が適切に定められているか。 

(1) 地域貢献活動等に関する

目的、基本方針、目標等を適

切に定めているか。 

定めていることがわかる

資料 

運営審議会 

ソリューションセン

ター会議 

総 務 課 企 画

室 

副校長 改正時 

 
 令和３年度自己点検評価で実施 

地域貢献活動等に関する目的、基本方針、目標等が、ソリューションセンター規則だけで

なく、富山高等専門学校技術振興会事業計画においても、適切に定められている。また

令和 3 年度末に行ったソリューションセンター会議にて、令和 3 年度に実施した業務の総

括を行い、令和 4 年度目標等を設定した。 

 

 

観点Ｂ－１－②  

地域貢献活動等の目的等に照らして、活

動が計画的に実施されているか。 

 

(1) 学校が設定した地域貢献

活動等について、具体的な方

針を策定しているか。 

具体的な方針、実施計

画等がわかる資料 

ソリューションセン

ター会議 

総 務 課 企 画

室 

副校長 毎年 〇 ソリューションセンターホームページ、ソリューションセンター会議資料、ソリューションセン

ター会議議事要旨等において示しているように、（１）の方針に基づいて、技術相談、共同

研究、公開講座、出前授業、地域企業との連携など、地域貢献活動等を具体的に計画し

ている。 

 

□ 公開講座を通した地域社

会への貢献 

□ 理工系及び海事系等分野

の啓発活動を通した地域社会

への貢献 

□ 地域社会の課題に対する

提言や支援活動 

□ 学校施設の活用を通した

地域社会への貢献 

□ 地域企業の技術者への技

術・教育支援 
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□ 地域小中学校への教育に

対する講師派遣 

(2) (1)の方針に基づき計画的

に実施しているか。 

実施状況がわかる資料 毎年 〇 ソリューションセンターホームページ、ソリューションセンター会議資料、ソリューションセン

ター会議議事要旨等において示しているように、（１）の方針に基づいて、技術相談、共同

研究、公開講座、出前授業、地域企業との連携など、地域貢献活動等を計画的に実施し

ている。 

 

□ 公開講座を通した地域社

会への貢献 

□ 理工系及び海事系等分野

の啓発活動を通した地域社会

への貢献 

□ 地域社会の課題に対する

提言や支援活動 

□ 学校施設の活用を通した

地域社会への貢献 

□ 地域企業の技術者への技

術・教育支援 

□ 地域小中学校への教育に

対する講師派遣 

観点Ｂ－１－③  

地域貢献活動等の実績や活動参加者等

の満足度等から判断して、目的に沿った

活動の成果が認められるか。 

(1) 学校が設定した地域貢献

活動等の目的等に照らして、

成果が認められるか。 

活動の成果がわかる資

料（活動別参加者数、

参加者・利用者アンケ

ート等） 

ソリューションセン

ター会議 

総 務 課 企 画

室 

副校長 毎年 〇 運営審議会資料、教員会議資料、学校要覧等の資料において示しているように、技術相

談、共同研究、公開講座、出前授業、地域企業との連携など、地域貢献活動等において

成果が認められる。 

 

 □ 公開講座を通した地域

社会への貢献 

 □ 理工系及び海事系等分

野の啓発活動を通した地域社

会への貢献 

 □ 地域社会の課題に対す

る提言や支援活動 

 □ 学校施設の活用を通し

た地域社会への貢献 

 □ 地域企業の技術者への

技術・教育支援 

 □ 地域小中学校への教育

に対する講師派遣 

観点Ｂ－１－④  

地域貢献活動等に関する問題点を把握

し、改善を図っていくための体制が整備

され、機能しているか。 

(1) 観点Ｂ－１－③で把握した

成果を基に問題点等を把握

し、それを改善に結び付ける

ための体制を整備しているか。 

具体的な改善事例がわ

かる資料（活動状況、効

果、成果） 

ソリューションセン

ター会議 

総 務 課 企 画

室 

副校長 毎年 〇 将来計画委員会規則、ソリューションセンター規則、ソリューションセンター会議議事要旨

等の資料において示しているように、成果を基に問題点等を把握し、それを改善に結び

付けるための体制を整備している。 

 

 □ 公開講座を通した地域

社会への貢献 

□ 理工系及び海事系等分野

の啓発活動を通した地域社会

へ 

□ 地域社会の課題に対する

提言や支援活動の貢献 

□ 学校施設の活用を通した

地域社会への貢献 

□ 地域企業の技術者への技

術・教育支援 

□ 地域小中学校への教育に

対する講師派遣 

独自項目 

プロジェクトの管理 

 (1) プロジェクトの PDCAサイク

ル（進捗状況）は、適切に管理

されているか。 

 プロジェクト調整

委員会 

総務課 副校長 毎年 ○  プロジェクトごとに実施状況報告資料及び事業評価表を作成し、プロジェクト調整委員

会において PDCA サイクルを管理している。 

 デスクネッツ「文書管理」プロジェクト調整委員会のフォルダに、令和５年度の会議資料

及び議事要旨並びに令和５年度事業評価表を掲載する。さらに６月の教員会議において

報告を行う。 

 

□ GEAR5.0 （観点：教育） 

・電子情報工学科４年、制御情報システム工学専攻１年の各実験にて AT 関連の基礎技

術習得及びプロトタイピングを実施した。 

・I5、CI1、CI2 の計 18 名がワークショップ補助学生として参加して取り組みを行った。 

（観点：研究） 

GEAR 関連の取組として論文 2 件、学会発表 15 件の成果 

科研費 新規 2 件、継続 1 件（代表のみ） 合計 1,850 千円（直接経費のみ）  

助成金 新規 1 件 合計 560 千円（直接経費のみ）  

共同研究 新規 3 件（代表のみ） 合計 962 千円（直接経費のみ） 

特許番号取得（特許番号 7385828） 

（観点：社会貢献） 

・富山県教育委員会主催の研修会（10 回）の講師担当 
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・富山県教育委員会、民間企業、本校とで特別支援学校向け就労支援動画の作成、VR

装置用再生アプリの開発 

・ワークショップの実施（8 月、11 月（2 回）、2 月の計 4 回） 

□ COMPASS5.0「AI・数理デ

ータサイエンス分野 

（観点：教育） 

富山高専： 

・認定制度応用基礎レベル学校単位プログラムの認定 

・AI 副業先生による授業など先導的取り組みを実施 

全高専： 

・認定制度リテラシーレベル全高専認定、応用基礎レベル学校単位４校、学科単位 6 校

認定 

・MCC 改訂版、MCCPlus に AI・数理データ項目掲載 

・企業等と連携した教材開発 

（観点：社会貢献） 

・認定制度支援により、政府方針の推進に寄与 

・地域企業、教員向け講演等、地域貢献に寄与 

□  COMPASS5.0「半導体分

野」担当 KEA 

（観点：教育） 

半導体関連に関する基本的科目の構築の完了、活用の事例収集ができた。 

半導体の導入教育に関してのアップデートができた。 

産業界との連携について研究だけでなく、教育での連携について第一歩を踏み出せた。 

□ ジュニアドクター育成塾 （観点：教育） 

例年以上に積極的に質問を行う受講生が増えており、その質問内容も高度化しており、

科学に興味のある受講生が多く集まっていることを改めて確認させられた。 

最終発表においては、自らが課題を設定し実験を行った成果を発表する受講生もおり、

この育成塾での学びを応用させて考えるその姿勢は、実施者として大きな成果を感じる。 

（観点：研究） 

第 2 段階における研究室体験コースの取り組みにおいて、2 年目を迎えるテーマもありレ

ベルの高い発表が増えてきた。 

（観点：社会貢献） 

富山高専を進学先として考える受講生が多くなってきており、富山高専を知る良い機会と

なっている。また、小学生の保護者からも進学に関する相談を受けるようになり保護者の

富山高専への関心の高さがうかがえる。 

□ 国際原⼦⼒イニシアティブ

事業 

（観点：教育） 

各行事において、アンケート調査を行っているが、原子力事業の取り組みについて、ほぼ

全員が満足感を得られており、原子力を身近に感じとっていることが成果としてあげられ

る。 

（観点：研究） 

ポケット線量計測定やサーベイメータによる継続測定によって、過去１０年間のデータを

蓄積している。日本各地で実施しているため全国の変化を読み取ることができ、データを

今後の研究に活用できる。本取組を通じて日本原子力学会フェロー賞への高専生の推

薦が可能となっている。今後も優秀な学生を継続的に推薦し、実績を積み重ねていく予

定である。 

（観点：社会貢献） 

ロシアのウクライナ侵攻を背景とし、世界的にもエネルギー安定供給の必要性が痛感され

ている。本事業を通じて学生に原子力・エネルギー分野への興味を高めることで、長期的

には我が国の電力安定供給に貢献できると考えている。また、小中学生・高校生・小中学

校教員や、企業の方を対象としたセミナーを通じ、原子力に関する正しい知識の普及に

貢献している。 

□ 次世代の海洋⼈材の育成

事業（⼈材育成） 

（観点：教育） 

・機関英語の実務英語教育用教材作成について、製本化の前段階として PDF 版による

オンライン教材を作成した。 

・グローバル教育拠点の最適化として、5 校共通のオンライン講座を実施し、配信予定表

に学習内容を記載するなどの工夫を加え、受講しやすい環境を整えた。 

・KCC、SMA において国際交流プログラムを実施した。 

・学力の定着を促進する新しい教材開発の一環として、「航海当直ハンドブック」を近日中

に刊行する。 

・海技資格取得支援システムを一新し、昨年に引き続き動画教材の拡充を進めた。 

・耐ストレス性、コミュニケーション能力の向上を目指し、「アカデミックディベート」を 5 高専

商船学科で実施した。 

・「5 高専商船学科共用の海事キャリア教育モデルプラン」を作成し、学生が在学中に学

年毎に習得すべき知識・技能の概要を一覧にまとめた。 

・連携機関からの講師によるキャリア教育セミナーを実施し、学生のキャリア形成に役立て

ることができた。 

・「船舶運航実務乗船研修」及び「船舶管理、港湾・物流業務現地調査」を実施することに

より、業界の最新動向の知見を得ることができた。また、得られた知見は今後の学生指導

や教育へ活用することが期待される。 

（観点：研究） 

・「第 90 回海洋教育フォーラム」（呉）において本事業の取組を紹介した。 

・高専シンポジウムにおいて海技資格取得支援システムについてポスター発表を行った。 



 

令和５年度 自己点検評価書 
※ 自己評価欄に次の記号を入れて下さい。 ○＝満たしている △＝改善を要する ×＝不十分 

※ 観点及び自己点検評価内容ごとに記入願います。記入欄は適宜増やしてください。 

29 
 

 

・国内外の海事教育機関との連携検討において、これまでの本事業の成果をより広く発

信し、評価いただくため、国際工学教育研究集会「ISATE2023」（2023/09/12～15、松江

市）に参加しポスター形式での発表及び意見交換を行った。この取り組みにより新たなネ

ットワークが構築されたので、今後の事業への手掛かりとなることが期待される。 

（観点：社会貢献） 

本事業の推進・継続は、グローバル化と技術革新の進展に対応した知識と資質を有し海

運業界のニーズに応えることのできる人材育成に寄与しているものと思われる。 

□ 次世代の海洋⼈材の育成

事業（広報） 

（観点：社会貢献） 

・海上輸送が日本の生活や産業を支えていることをアピールし、その重要性を認識しても

らうためのポスターを作成し、周知活動の一環として全国にポスターを送付した。 

・商船高専への進学を検討している中学生やその保護者を対象に、商船高専の魅力や

各校の特徴を知ってもらうためのイベントを実施した。 

・小中学校の社会科で使える海事産業・船員に関連する授業教材を改訂し、幅広い年代

に対応できるものとした。今後、様々なイベントにおいて教材の活用が期待できる。 

・練習船（若潮丸および海王丸）に乗っていただく機会を提供し、船内設備や実習生の船

上生活などについて紹介を行った。 

・模擬授業や様々な装置を用いた実験を通して、海事産業・船員の重要性や、機械の面

白さや奥深さを知っていただいた。 

□ CBT （観点：教育） 

MCC の項目の修得状況を CBT により把握が可能となる. 時間外の活用をはじめ, 宿題

として実施することもできるようになってきている。 

（観点：社会貢献） 

高専全体の教育の質保証に貢献している。 

□ 教学マネジメント推進プロ

ジェクト 

（観点：教育） 

R6 年 4 月 24 日に、機構本部主催の認証評価受審説明会が開かれ、谷口理事長、本江

理事長補佐、学位授与機構の飛原教授により内部質保証の重要性が周知された．これ

は本事業で最も進捗が思わしくない高専が、機関別認証評価で学位授与機構の指摘を

受けたことが原因である．本事業は、その中心となる教育に関する内部質保証の全国展

開であり、改めて本事業の重要性が確認できた． 

□ 連携教育プログラム （観点：教育） 

東京海洋大学との連携教育プログラムでは卒業生１名（大学院進学）、在学生４名、令和

7 年度入学予定者２名の実績を残した。 

長岡技術科学大学との連携教育プログラム、豊橋科学技術大学との連携教育プログラム

ではそれぞれ在学生１名の実績を残した。 

（観点：研究） 

長岡技術科学大学との共同研究を実施中であるなど、連携大学との共同研究の進展が

見込める。 

□ タイ政府奨学⾦留学⽣受

⼊事業 

（成果：教育） 

PCSHS から 1 年生へ入学する留学生に対する日本語の授業に関しては、概ね、満足で

きるカリキュラムを構築することができた。このカリキュラムは、今後、タイ政府奨学金留学

生以外の、1 年生の留学生を受け入れる事業が実施される場合にも、十分適用できるも

のと思われる。また、タイ高専からの 3 年次編入留学生のように、国費留学生（日本政府）

に比べ、日本語のレベルが低い状態で入学してくる留学生に対する日本語サポートにつ

いては、PCSHS 留学生に対するサポートで得たノウハウを展開することができた。さらに、

拠点校業務の一環として、第 3 ブロック内留学生のオンライン交流イベントを企画実施し、

本校のみならず、他高専の留学生に対しても、国籍を超えた交流の機会を提供すること

ができた。   

（観点：研究） 

茨城高専、長岡高専との夏季合同日本語研修の成果を、下記のとおり、まとめた。  

・浜元聡子、増田寿枝、河合恒「高専留学生の漢字学習をめぐる考察 ―「漢字理解」活

動をとおして―」（「茨城高専研究彙報」2024・3） 

□ スタートアップ教育環境整

備事業 

（観点：教育） 

学生によるスタートアップへのチャレンジを種々の形で展開することができた。 

（観点：研究） 

学生によるチャレンジを卒研、共同研究などにつなげることができた。 

（観点：社会貢献） 

課題発見型インターンシップについては、タイ高専の FD で取りあげられ、さらに自民党

高専委員会でも紹介されている。企業からの関心も高く、富山高専発の取り組みとして還

元していきたい。 

 

(2)プロジェクトの実施状況は、

責任者から執行部に適切に報

告されているか。 

 毎年 ○  プロジェクト調整委員会に校長に陪席いただき各プロジェクトの実施状況を共有してい

る。（副校長は委員として参加。）また、議事要旨を校長、副校長、事務部長に送付して共

有している。 

さらに、教員会議（６月開催予定）において執行部を含む全教員に報告する。 

 


